
学 校 給 食



 学 校 教 育 

（教育企画課・教育総務課・学校教育課・総合学習センター・商業高等学校） 
 

１ 市立の学校数（学校教育課） 

小   学   校   36校 

中   学   校    15校 

高  等  学  校    1校 

計    52校 

 

２ 市立小・中学校教職員数等（学校教育課）                    (令和８年５月１日現在） 

 
教 職 員 数（人） 児 童 ・ 生 徒 数（人） 

学 級 数 
総  数 男 女 総  数 男 女 

小 学 校 872 310 562 10,253 5,225 5,028 533 

中 学 校 484 235 251 5,613 2,902 2,711 232 

計 1,356 545 813 15,866 8,127 7,739 765 

 

３ 高等学校（令和８年５月１日現在）（商業高等学校） 

  名     称  山形市立商業高等学校 

  生 徒 数  829人（男 370人 女 459人） 

（総合ビジネス科12クラス474人 経済科６クラス236人  情報科３クラス119人） 

  教 職 員 数  校長１人 教頭２人 教諭47人 養護教諭１人 養護助教諭１人 主任実習教論１人 常勤講師11人  

           実習講師３人 非常勤講師７人 事務職員８人 技能技師２人 

  敷 地 面 積  55,401㎡ 

  屋 外 運 動 場  28,597㎡ 

  校 舎 棟  12,532㎡（普通教室21、特別教室23） 

  体 育 館 棟   9,188㎡ 

   セミナーハウス棟     897㎡ 

 屋外クラブハウス     313㎡ 

  図書館蔵書冊数  25,526冊 

  新 築 工 事 工 期  令和２年４月１日～令和４年３月31日  （Ⅰ期工事：校舎棟、体育館棟など） 

           令和４年４月１日～令和５年11月30日  （Ⅱ期工事：グラウンド、野球場、外構など） 

  総 事 業 費  11,357,513,025円（15年間の維持管理・運営費用を含む） 

           ＰＦＩ事業契約による設計・建設   8,905,980,310円 

           ＰＦＩ事業契約による維持管理・運営 2,451,532,715円 

           ※運営は食堂・売店部分 

  事 業 方 式  ＰＦＩ事業・ＢＴＯ方式 

  運 営 体 制  株式会社山商パートナーズ（代表企業：山形建設株式会社） 

 

４ 就学援助（教育総務課） 

  学用品費等、校外活動費（宿泊を伴うもの）、新入学児童生徒学用品等費、入学準備金、体育実技用具費、修学旅行費、

オンライン学習通信費、学校給食費など学校でかかる費用の一部を援助する。 

要保護及び準要保護児童生徒数                              （令和７年度） 

令和７年５月１日現在 

児 童 生 徒 数 Ⓐ 
要 保 護 Ⓑ 割合Ｂ／Ａ Ⓒ 準 要 保 護 Ⓓ 割合Ｄ／Ａ Ⓔ 

小学校   10,608人 50人 0.47％ 530人 5.0％ 

中学校    5,663人 35人 0.62％ 310人 5.47％ 

※準要保護には、小学校３人、中学校１人の被災児童生徒を含む。 
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５ 特別支援教育就学奨励費（教育総務課） 

  扶助対象者（令和７年度） 

   小学校   449人 

   中学校   148人 

 

６ 通学費補助金（教育総務課） 

⑴ 遠距離通学費補助金 

補助対象者（令和７年度） 

小学校   16人 

中学校   14人 

⑵ 冬季通学費補助金 

補助対象者（令和７年度） 

中学校   168人 

 

７ 知的障がい特別支援学級（総合学習センター） 
小集団の中で、各教科等について、個に応じた指導が行われている。小学校では、体力づくりや基本的な生活習慣の確立、

日常生活に必要な言語や数量などの指導をしている。また、中学校では、それらを更に伸ばすとともに、家庭生活や職業生

活に必要な知識や技術などを指導している。 

 

〈小学校〉                                        （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 一小 二小 三小 四小 五小 六小 七小 八小 九小 十小 

教  員（人） 1 1 1 1 1 1 2 1 2 1 

在籍児童数（人） 2 3 5 2 3 4 7 3 7 6 

 

設 置 場 所 南小 西小 東小 鈴川小 千歳小 金井小 大郷小 明治小 出羽小 楯山小 

教  員（人） 2 3 3 3 2 3 1 1 2 1 

在籍児童数（人） 7 14 15 17 9 17 3 2 7 3 

 

設 置 場 所 高瀬小 山寺小 東沢小 滝山小 桜田小 南沼原小 宮浦小 蔵王一小 蔵王二小 蔵王三小 

教  員（人） 1 1 1 1 2 2 1 2 1 0 

在籍児童数（人） 1 1 6 6 9 11 5 7 4 0 

 

設 置 場 所 南山形小 みはらしの丘小 本沢小 西山形小 村木沢小 大曽根小 計 

教  員（人） 3 3 1 1 1 0 54 

在籍児童数（人） 14 13 2 2 2 0 219 

 

<中学校> 

設 置 場 所 一中 二中 三中 四中 五中 六中 七中 八中 九中 十中 

教  員（人） 1 1 1 1 1 2 1 1 1 2 

在籍生徒数（人） 6 6 4 6 6 11 4 1 6 9 

 

設 置 場 所 金井中 高楯中 山寺中 蔵王一中 蔵王二中 計 

教  員（人） 2 1 0 2 0 17 

在籍生徒数（人） 7 3 0 7 0 76 

 

 

 

８ 自閉症・情緒障がい特別支援学級（総合学習センター） 

自閉症・情緒障がい教育は、自閉症などがある子どもと主として心理的な要因による選択性かん黙などがある子どもを対

象としている。 

安心できる雰囲気の中で、情緒の安定や円滑な対人関係のための指導、言語の理解と使用、場に応じた適切な行動などが

できるようにするための指導が行われている。 

〈小学校〉                                        （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 一小 二小 三小 四小 五小 六小 七小 八小 九小 十小 

教   員(人） 1 3 4 2 2 3 3 3 3 3 

在籍児童数（人） 6 15 23 7 8 17 18 18 15 13 

 

設 置 場 所 南小 西小 東小 鈴川小 千歳小 金井小 大郷小 明治小 出羽小 楯山小 

教   員(人） 2 3 5 4 3 4 2 1 3 1 

在籍児童数（人） 10 13 25 24 16 22 8 1 17 2 

 

設 置 場 所 高瀬小 山寺小 東沢小 滝山小 桜田小 南沼原小 宮浦小 蔵王一小 蔵王二小 蔵王三小 

教   員(人） 1 1 2 4 3 6 1 2 1 0 

在籍児童数（人） 4 1 9 22 15 35 5 9 6 0 

 

設 置 場 所 南山形小 みはらしの丘小 本沢小 西山形小 村木沢小 大曽根小 計 

教   員(人） 2 2 1 1 1 1 84 

在籍児童数（人） 10 9 3 2 2 2 412 

<中学校> 

設 置 場 所 一中 二中 三中 四中 五中 六中 七中 八中 九中 十中 

教   員(人） 2 2 4 4 2 4 1 1 2 3 

在籍生徒数（人） 11 8 21 24 11 20 6 1 9 17 

 

設 置 場 所 金井中 高楯中 山寺中 蔵王一中 蔵王二中 計 

教   員(人） 2 1 1 2 0 31 

在籍生徒数（人） 7 6 1 10 0 152 

 
９ 肢体不自由特別支援学級（総合学習センター） 

各教科、特別活動のほか、歩行指導や書写に必要な上肢の運動・動作の指導なども行っている。指導にあたっては、個別

指導やグループ指導を積極的に取り入れている。 

                                              （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 一小 二小 六小 十小 東小 鈴川小 千歳小 金井小 三中 計 

教      員(人) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9 

在籍児童生徒数(人) 1 1 1 1 2 2 1 1 2 12 

 

10 病弱特別支援学級（院内学級）（総合学習センター） 

入院中の子どものために、山形大学医学部附属病院内に設置された学級。 

子どもの病気の状態に応じ、教科指導等を行っている。 

（令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 蔵王第一小 蔵王第一中 計 

教      員(人) 1 1 2 

在籍児童生徒数(人) 0 2 2 
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５ 特別支援教育就学奨励費（教育総務課） 

  扶助対象者（令和７年度） 

   小学校   449人 

   中学校   148人 

 

６ 通学費補助金（教育総務課） 

⑴ 遠距離通学費補助金 

補助対象者（令和７年度） 

小学校   16人 

中学校   14人 

⑵ 冬季通学費補助金 

補助対象者（令和７年度） 

中学校   168人 

 

７ 知的障がい特別支援学級（総合学習センター） 
小集団の中で、各教科等について、個に応じた指導が行われている。小学校では、体力づくりや基本的な生活習慣の確立、

日常生活に必要な言語や数量などの指導をしている。また、中学校では、それらを更に伸ばすとともに、家庭生活や職業生

活に必要な知識や技術などを指導している。 

 

〈小学校〉                                        （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 一小 二小 三小 四小 五小 六小 七小 八小 九小 十小 

教  員（人） 1 1 1 1 1 1 2 1 2 1 

在籍児童数（人） 2 3 5 2 3 4 7 3 7 6 

 

設 置 場 所 南小 西小 東小 鈴川小 千歳小 金井小 大郷小 明治小 出羽小 楯山小 

教  員（人） 2 3 3 3 2 3 1 1 2 1 

在籍児童数（人） 7 14 15 17 9 17 3 2 7 3 

 

設 置 場 所 高瀬小 山寺小 東沢小 滝山小 桜田小 南沼原小 宮浦小 蔵王一小 蔵王二小 蔵王三小 

教  員（人） 1 1 1 1 2 2 1 2 1 0 

在籍児童数（人） 1 1 6 6 9 11 5 7 4 0 

 

設 置 場 所 南山形小 みはらしの丘小 本沢小 西山形小 村木沢小 大曽根小 計 

教  員（人） 3 3 1 1 1 0 54 

在籍児童数（人） 14 13 2 2 2 0 219 

 

<中学校> 

設 置 場 所 一中 二中 三中 四中 五中 六中 七中 八中 九中 十中 

教  員（人） 1 1 1 1 1 2 1 1 1 2 

在籍生徒数（人） 6 6 4 6 6 11 4 1 6 9 

 

設 置 場 所 金井中 高楯中 山寺中 蔵王一中 蔵王二中 計 

教  員（人） 2 1 0 2 0 17 

在籍生徒数（人） 7 3 0 7 0 76 

 

 

 

８ 自閉症・情緒障がい特別支援学級（総合学習センター） 

自閉症・情緒障がい教育は、自閉症などがある子どもと主として心理的な要因による選択性かん黙などがある子どもを対

象としている。 

安心できる雰囲気の中で、情緒の安定や円滑な対人関係のための指導、言語の理解と使用、場に応じた適切な行動などが

できるようにするための指導が行われている。 

〈小学校〉                                        （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 一小 二小 三小 四小 五小 六小 七小 八小 九小 十小 

教   員(人） 1 3 4 2 2 3 3 3 3 3 

在籍児童数（人） 6 15 23 7 8 17 18 18 15 13 

 

設 置 場 所 南小 西小 東小 鈴川小 千歳小 金井小 大郷小 明治小 出羽小 楯山小 

教   員(人） 2 3 5 4 3 4 2 1 3 1 

在籍児童数（人） 10 13 25 24 16 22 8 1 17 2 

 

設 置 場 所 高瀬小 山寺小 東沢小 滝山小 桜田小 南沼原小 宮浦小 蔵王一小 蔵王二小 蔵王三小 

教   員(人） 1 1 2 4 3 6 1 2 1 0 

在籍児童数（人） 4 1 9 22 15 35 5 9 6 0 

 

設 置 場 所 南山形小 みはらしの丘小 本沢小 西山形小 村木沢小 大曽根小 計 

教   員(人） 2 2 1 1 1 1 84 

在籍児童数（人） 10 9 3 2 2 2 412 

<中学校> 

設 置 場 所 一中 二中 三中 四中 五中 六中 七中 八中 九中 十中 

教   員(人） 2 2 4 4 2 4 1 1 2 3 

在籍生徒数（人） 11 8 21 24 11 20 6 1 9 17 

 

設 置 場 所 金井中 高楯中 山寺中 蔵王一中 蔵王二中 計 

教   員(人） 2 1 1 2 0 31 

在籍生徒数（人） 7 6 1 10 0 152 

 
９ 肢体不自由特別支援学級（総合学習センター） 

各教科、特別活動のほか、歩行指導や書写に必要な上肢の運動・動作の指導なども行っている。指導にあたっては、個別

指導やグループ指導を積極的に取り入れている。 

                                              （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 一小 二小 六小 十小 東小 鈴川小 千歳小 金井小 三中 計 

教      員(人) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9 

在籍児童生徒数(人) 1 1 1 1 2 2 1 1 2 12 

 

10 病弱特別支援学級（院内学級）（総合学習センター） 

入院中の子どものために、山形大学医学部附属病院内に設置された学級。 

子どもの病気の状態に応じ、教科指導等を行っている。 

（令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 蔵王第一小 蔵王第一中 計 

教      員(人) 1 1 2 

在籍児童生徒数(人) 0 2 2 
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11 病弱特別支援学級（校内設置）（総合学習センター） 

各教科の学習のほか、病気の状態に応じた支援・指導を行っている。 

指導にあたっては交流学習を取り入れている。 

      （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 五小 東小 高瀬小 計 

教      員(人) 1 1 1 3 

在籍児童生徒数(人) 1 1 1 3 

※令和８年度より特別支援指導員を42名から44名に増員し、市立小中学校に配置している。 

 
12 視覚障がい特別支援学級（校内設置）（令和８年５月１日現在）（総合学習センター） 

各教科の学習のほか、視覚障がいの状態に応じた支援・指導を行っている。 

令和８年度は在籍児童生徒なし。 

 

13 通級指導教室（総合学習センター） 

⑴ 言語 

遊びや会話などを通して、正しい発音や楽に話す方法を指導している。 

また、生活の中で、それらの定着を図るように、家庭や在籍学級との連携協力に努めている。 

                          （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 一 小 三 小 六 小 計 

教      員(人) 3 4 5 12 

自校通級児童数(人) 17 16 30 63 

他校通級児童数(人) 46 65 71 182 

⑵ ＬＤ等 

ＬＤ等の特別な教育的ニーズのある児童に対応した指導・支援を行う。 

設 置 場 所 第三小 第七小 第九小 鈴川小 滝山小 南沼原小 計 

教      員(人) 1 3 1 1 1 3 10 

自校通級児童数(人) 9 9 10 6 8 11 53 

他校通級児童数(人) 0 0 0 0 0 0 0 

 

14 ふきのとう学級（総合学習センター） 

市立病院済生館に入院している児童生徒に対して学習の指導・援助を行う。 

開 設 日  希望する児童生徒がいる期間 月～金 

 

15 山形市総合学習センター（総合学習センター） 

所 在 地  山形市城西町二丁目２番15号（設置：平成３年７月） 

URL http://www.ymgt.ed.jp 

⑴ 目的 

市民の学習活動及び教育相談、教育関係者等の研修を通して、市の教育及び文化の振興を図ることを目的とする。 

（活動型研修を実施する機能と設備・機材を備えている） 

⑵ 事業 

・学校教職員の研修、実技講習 

・子どもの教育相談・発達相談・幼児ことばの相談、適応教室「風」の運営、ふきのとう学級の運営 

・教育に関する情報収集、提供 

・ＩＣＴ教育の推進 

 

16 山形市教育研究所（総合学習センター） 

所 在 地  山形市城西町二丁目２番15号 山形市総合学習センター内（設置：昭和28年３月） 

URL http://www.ymgt.ed.jp 

⑴ 調査研究 

・教育理念の研究 

・学校運営の研究 

・教科の研究 

・教育資料の調査 

・学習指導法の研究 

・その他教育委員会が必要と認める事項 

⑵ 事業 

・研究物・教育諸資料の発行並びに公表 

・研究会及び講習会の開催 

・教育関連図書資料コーナーの運営 

・その他教育委員会が必要と認める事項 

 

17 山形市理科教育センター（総合学習センター） 

所 在 地  山形市城西町二丁目２番15号 山形市総合学習センター内（設置：昭和34年７月） 

URL http://www.ymgt.ed.jp/rikacenter/YAMAGATASIRISE.html 

理科教育に関する専門的・技術的事項の研究及び理科教育関係職員の研修を行う。 

・理科教育関係職員の研修 

・理科教育に関する専門的・技術的事項の研究 

・理科教育に関する資料の収集及び刊行配布 

・理科機械・器具の貸し出し、理科薬品等の安全指導 

・児童・生徒の理科研究の推進と科学教室 

・その他必要なこと。 

 

18 外国語指導助手（ＡＬＴ）配置事業（学校教育課）（令和８年５月１日現在） 

・ＪＥＴプログラムのＡＬＴ12名、民間のＡＬＴ８名を配置している。 
・20の小中高等学校グループで計画的に訪問し、小中高等学校における外国語教育の推進を図る。 
 

19 教職員働き方改革推進事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

 教職員の部活動指導に係る負担の軽減及び部活動指導の質的な向上を図る。 

⑵ 事業内容 

① 部活動指導員 14 名を市立中学校 14 校に配置する。 

② 配置された部活動における安全管理や技術指導を行うとともに、練習試合や大会の引率、補助等を行う。 

 

20 不登校児童生徒対策事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

   不登校及び不登校傾向の児童生徒の早期発見及び相談支援を行う。 

⑵ 事業内容 

① 教育相談員の配置 山形市立中学校を中心に教育相談員 14 名を配置する。 

② Ｑ－Ｕアンケートを中学校全学年、小学校３～６年で実施し、集団の傾向と個人の状況を把握するとともに、いじめ

や不登校等、密接に関わる各種生徒指導上の問題の未然防止、早期発見、即時対応に活用する。 

 

21 退職教員の活用等による個に応じた学習支援事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

複式学級や小規模の学校を中心に学習支援の在り方を研修、研究し学力向上を図るため、学力向上支援員（アシスタン

ト・ティーチャー）を配置する。 

⑵ 事業内容 

令和８年度は、複式学級のある小学校７校に、学力向上支援員（アシスタント・ティーチャー）として退職教員等を配

置する。 

 

22 校内の居場所づくり支援事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

不登校の未然防止の観点から全ての児童生徒にとって安全安心な学校づくりを進めていく。 

⑵ 事業内容 

山形市立小学校で、児童にとって安全・安心な居場所を継続的に確保し、不登校の未然防止に取り組む。 
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11 病弱特別支援学級（校内設置）（総合学習センター） 

各教科の学習のほか、病気の状態に応じた支援・指導を行っている。 

指導にあたっては交流学習を取り入れている。 

      （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 五小 東小 高瀬小 計 

教      員(人) 1 1 1 3 

在籍児童生徒数(人) 1 1 1 3 

※令和８年度より特別支援指導員を42名から44名に増員し、市立小中学校に配置している。 

 
12 視覚障がい特別支援学級（校内設置）（令和８年５月１日現在）（総合学習センター） 

各教科の学習のほか、視覚障がいの状態に応じた支援・指導を行っている。 

令和８年度は在籍児童生徒なし。 

 

13 通級指導教室（総合学習センター） 

⑴ 言語 

遊びや会話などを通して、正しい発音や楽に話す方法を指導している。 

また、生活の中で、それらの定着を図るように、家庭や在籍学級との連携協力に努めている。 

                          （令和８年５月１日現在） 

設 置 場 所 一 小 三 小 六 小 計 

教      員(人) 3 4 5 12 

自校通級児童数(人) 17 16 30 63 

他校通級児童数(人) 46 65 71 182 

⑵ ＬＤ等 

ＬＤ等の特別な教育的ニーズのある児童に対応した指導・支援を行う。 

設 置 場 所 第三小 第七小 第九小 鈴川小 滝山小 南沼原小 計 

教      員(人) 1 3 1 1 1 3 10 

自校通級児童数(人) 9 9 10 6 8 11 53 

他校通級児童数(人) 0 0 0 0 0 0 0 

 

14 ふきのとう学級（総合学習センター） 

市立病院済生館に入院している児童生徒に対して学習の指導・援助を行う。 

開 設 日  希望する児童生徒がいる期間 月～金 

 

15 山形市総合学習センター（総合学習センター） 

所 在 地  山形市城西町二丁目２番15号（設置：平成３年７月） 

URL http://www.ymgt.ed.jp 

⑴ 目的 

市民の学習活動及び教育相談、教育関係者等の研修を通して、市の教育及び文化の振興を図ることを目的とする。 

（活動型研修を実施する機能と設備・機材を備えている） 

⑵ 事業 

・学校教職員の研修、実技講習 

・子どもの教育相談・発達相談・幼児ことばの相談、適応教室「風」の運営、ふきのとう学級の運営 

・教育に関する情報収集、提供 

・ＩＣＴ教育の推進 

 

16 山形市教育研究所（総合学習センター） 

所 在 地  山形市城西町二丁目２番15号 山形市総合学習センター内（設置：昭和28年３月） 

URL http://www.ymgt.ed.jp 

⑴ 調査研究 

・教育理念の研究 

・学校運営の研究 

・教科の研究 

・教育資料の調査 

・学習指導法の研究 

・その他教育委員会が必要と認める事項 

⑵ 事業 

・研究物・教育諸資料の発行並びに公表 

・研究会及び講習会の開催 

・教育関連図書資料コーナーの運営 

・その他教育委員会が必要と認める事項 

 

17 山形市理科教育センター（総合学習センター） 

所 在 地  山形市城西町二丁目２番15号 山形市総合学習センター内（設置：昭和34年７月） 

URL http://www.ymgt.ed.jp/rikacenter/YAMAGATASIRISE.html 

理科教育に関する専門的・技術的事項の研究及び理科教育関係職員の研修を行う。 

・理科教育関係職員の研修 

・理科教育に関する専門的・技術的事項の研究 

・理科教育に関する資料の収集及び刊行配布 

・理科機械・器具の貸し出し、理科薬品等の安全指導 

・児童・生徒の理科研究の推進と科学教室 

・その他必要なこと。 

 

18 外国語指導助手（ＡＬＴ）配置事業（学校教育課）（令和８年５月１日現在） 

・ＪＥＴプログラムのＡＬＴ12名、民間のＡＬＴ８名を配置している。 
・20の小中高等学校グループで計画的に訪問し、小中高等学校における外国語教育の推進を図る。 
 

19 教職員働き方改革推進事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

 教職員の部活動指導に係る負担の軽減及び部活動指導の質的な向上を図る。 

⑵ 事業内容 

① 部活動指導員 14 名を市立中学校 14 校に配置する。 

② 配置された部活動における安全管理や技術指導を行うとともに、練習試合や大会の引率、補助等を行う。 

 

20 不登校児童生徒対策事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

   不登校及び不登校傾向の児童生徒の早期発見及び相談支援を行う。 

⑵ 事業内容 

① 教育相談員の配置 山形市立中学校を中心に教育相談員 14 名を配置する。 

② Ｑ－Ｕアンケートを中学校全学年、小学校３～６年で実施し、集団の傾向と個人の状況を把握するとともに、いじめ

や不登校等、密接に関わる各種生徒指導上の問題の未然防止、早期発見、即時対応に活用する。 

 

21 退職教員の活用等による個に応じた学習支援事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

複式学級や小規模の学校を中心に学習支援の在り方を研修、研究し学力向上を図るため、学力向上支援員（アシスタン

ト・ティーチャー）を配置する。 

⑵ 事業内容 

令和８年度は、複式学級のある小学校７校に、学力向上支援員（アシスタント・ティーチャー）として退職教員等を配

置する。 

 

22 校内の居場所づくり支援事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

不登校の未然防止の観点から全ての児童生徒にとって安全安心な学校づくりを進めていく。 

⑵ 事業内容 

山形市立小学校で、児童にとって安全・安心な居場所を継続的に確保し、不登校の未然防止に取り組む。 

 

学 校 給 食
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23 新聞記事データベース活用事業（総合学習センター） 

 ⑴ 目的 

   授業での情報検索を効率よく行うことを支援し、課題や目的に応じた情報手段の適切な活用を含めた生徒の情報活用能

力を育成する。また、郷土に関する新聞記事を検索することにより、郷土の特色と深く郷土を愛する心を育成する。 

 ⑵ 事業内容 

   山形新聞記事データベース検索サービスを実施校の職員及び生徒が使えるようにする。 

 ⑶ 実施校 

   山形市立第一中学校 

   山形市立第二中学校 

   山形市立第五中学校 

   山形市立第十中学校 

   山形市立蔵王第二中学校 

 

24 市立小・中学校タブレット運用事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

国のＧＩＧＡスクール構想に基づき、市立小中学校においてタブレット端末を活用したＩＣＴ教育の推進を図る。 

また、家庭でのオンライン学習の実施にあたり、現在インターネット環境が整備されていない家庭に対して、インターネ

ット環境を提供する。 

⑵ 事業内容 

  ① 児童生徒用タブレット端末および指導者用タブレット端末の管理・運用 

令和７年度に更新した児童生徒および教職員の１人１台のタブレット端末の活用促進を図り、児童生徒の学びの充実

につなげる。 

② モバイルルーターの貸出 

インターネット環境が整備されていない家庭に月 10ＧＢの使用が可能なモバイルＷｉ－Ｆｉルーターを貸与する。 

環境の整備により、家庭におけるオンラインでの円滑な学習支援が可能となる。また、家庭において、学校の授業の

進度に関連させたドリルソフトの活用による個別学習や、デジタル教科書を利用した予習・復習が可能となる。 

 

25 ＩＣＴ教育支援員配置事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

学習者用端末の安定的な稼働や教職員のＩＣＴ機器を活用した授業力向上、情報教育の一層の充実のために、専門知識・

技能をもつＩＣＴ教育支援員を配置し、教職員や児童生徒への支援体制を構築する。 

⑵ 事業内容 

① ＩＣＴ教育支援員の業務 

学校教育の情報化及び情報教育全般に関するコーディネート、コンサルテーションを行うとともに、市立小中学校に

配備されているタブレット端末を含めた教育用コンピュータおよび学校間をつなぐ情報ネットワーク環境を教育活動に

有効に活用し、授業や学習活動でのＩＣＴ機器の活用に関する支援等を基本としている。 

② ＩＣＴ教育支援員の配置人数 

小中学校 51 校を 12 名体制で支援している。 

 

26 教育情報ネットワーク運用事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

市立小中学校における教育の情報化を推進し、教育ＤＸの着実な実現を図ることで、児童生徒一人ひとりの多様な学習

ニーズに応じた効果的な学習環境を提供し、学びの質の向上をめざす。また、安全かつ円滑なＩＣＴ機器の活用を支える

ため、情報ネットワークの構築やＩＣＴ機器の運用支援を行い、持続可能で安心な教育活動を保障する。 

⑵ 事業内容 

① 教育情報ネットワーク機器及び増強対応機器の整備 

山形市総合学習センターを拠点とし、小中学校 51 校を結び、授業や校務で活用するための教育情報サービス及びイン

トラネット網を通じたインターネットシステムを継続整備する。 

② ネットワーク障害等のトラブル対応・機器交換の実施 

ネットワーク障害時に現地に赴き、障害の原因解明・解消を行う。修繕が必要になると想定される機器については、

交換等を実施する。 

 

27 統合型校務支援システム運用事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

校務の情報化の推進により教職員の事務の軽減・効率化を図ることで、学校における「働き方改革」を推進しながら、

子どもと向き合う時間のさらなる創出をめざす。 

⑵ 事業内容 

統合型校務支援システムを導入し、教職員がなお一層子どもの気持ちに寄り添う時間や、授業のための教材研究の時間、

研修の時間等の確保が実現しやすい環境を整備する。また、令和６年度に機能追加した心と学びの記録・振り返り支援シ

ステム及び保護者向け情報発信ツール、デジタル採点ソフトを継続して活用し、児童生徒と向き合う時間の増加や質の高

い教育の提供を図る。 

・教務系（成績処理、出欠管理、時数管理等）、保健系（健康診断票、保健室来室管理等）、学籍系（指導要録等）におけ

る資料のデジタル化 

・教職員による学校・学級運営に必要な情報、児童生徒の情報の一元管理、共有 

・教職員の出退勤管理の導入による教員の適正な勤務時間の把握と勤務時間の縮減 

・校務の効率化による業務改善の推進 

 

28 学習支援機器・ソフトウエア運用事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

１人１台端末環境下において、学習支援機器・ソフトウエアを導入することで、個別最適な学習を支援し一人ひとりの

教育ニーズを捉えた学習スタイルへの転換を図る。先進的かつ有効的な学習環境の整備により、授業とＩＣＴの特性を融

合させた学びを推進する。 

⑵ 事業内容 

① 「ＬＩＴＡＬＩＣＯ教育ソフト（特別支援学級対象）」の運用 

特別支援学級に在籍する児童生徒の特性に合わせた教材を提示したり、指導支援計画を作成したりできるソフトウ

エア。教育的ニーズを把握し教職員の業務効率の向上、児童生徒と向き合う時間の確保が期待できる。 

② 「ライフイズテックレッスン（中学生対象）」の運用 

ネットワークを利用した双方向コンテンツの仕組みを学ぶとともにテキストコーディングにも対応した中学校用の

高度なプログラミング教材。パッケージを利用し、高度化した中学プログラミング教育の実施が可能となる。 

③ 「キュビナ（ＡＩドリル・小学５・６年生～中学校全学年対象）」の運用 

ＡＩが児童生徒の得意・不得意を分析し、一人ひとりに合わせた問題を出題する。基礎から応用まで様々なレベル

に応じた学習が可能となる。 

 

29 学校体育の指導育成事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

児童生徒の体力向上と運動の習慣化を図り、生涯にわたってスポーツに親しむための基礎を養う。 

⑵ 事業内容 

研修会等を実施するとともに、関係団体等と連携を図りながらスポーツ大会等を支援する。 

 

30 学校保健の指導管理事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

健康教育の充実、児童生徒及び教職員の健康の保持増進や衛生管理に努め、心身ともに健全な児童生徒の育成を図る。 

⑵ 事業内容 

研修会等を実施するとともに、学校と連携しながら児童生徒及び教職員の健康管理や衛生管理等を行う。 

 

 

31 学校体育施設開放事業概要（教育企画課） 

⑴ 開放事業の運営について 

① 開放運営のための組織 

 開放施設運営委員会…学校教職員、使用団体代表者、スポーツ推進委員、地区代表、教育委員会が必要と認める者。 

(年２回以上開催） 

② 使用条件 

ア 使用対象：山形市に居住又は在勤若しくは在学する者により構成された団体で、教育委員会が適当と認めるもの。 

イ 開放日時 
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23 新聞記事データベース活用事業（総合学習センター） 

 ⑴ 目的 

   授業での情報検索を効率よく行うことを支援し、課題や目的に応じた情報手段の適切な活用を含めた生徒の情報活用能

力を育成する。また、郷土に関する新聞記事を検索することにより、郷土の特色と深く郷土を愛する心を育成する。 

 ⑵ 事業内容 

   山形新聞記事データベース検索サービスを実施校の職員及び生徒が使えるようにする。 

 ⑶ 実施校 

   山形市立第一中学校 

   山形市立第二中学校 

   山形市立第五中学校 

   山形市立第十中学校 

   山形市立蔵王第二中学校 

 

24 市立小・中学校タブレット運用事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

国のＧＩＧＡスクール構想に基づき、市立小中学校においてタブレット端末を活用したＩＣＴ教育の推進を図る。 

また、家庭でのオンライン学習の実施にあたり、現在インターネット環境が整備されていない家庭に対して、インターネ

ット環境を提供する。 

⑵ 事業内容 

  ① 児童生徒用タブレット端末および指導者用タブレット端末の管理・運用 

令和７年度に更新した児童生徒および教職員の１人１台のタブレット端末の活用促進を図り、児童生徒の学びの充実

につなげる。 

② モバイルルーターの貸出 

インターネット環境が整備されていない家庭に月 10ＧＢの使用が可能なモバイルＷｉ－Ｆｉルーターを貸与する。 

環境の整備により、家庭におけるオンラインでの円滑な学習支援が可能となる。また、家庭において、学校の授業の

進度に関連させたドリルソフトの活用による個別学習や、デジタル教科書を利用した予習・復習が可能となる。 

 

25 ＩＣＴ教育支援員配置事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

学習者用端末の安定的な稼働や教職員のＩＣＴ機器を活用した授業力向上、情報教育の一層の充実のために、専門知識・

技能をもつＩＣＴ教育支援員を配置し、教職員や児童生徒への支援体制を構築する。 

⑵ 事業内容 

① ＩＣＴ教育支援員の業務 

学校教育の情報化及び情報教育全般に関するコーディネート、コンサルテーションを行うとともに、市立小中学校に

配備されているタブレット端末を含めた教育用コンピュータおよび学校間をつなぐ情報ネットワーク環境を教育活動に

有効に活用し、授業や学習活動でのＩＣＴ機器の活用に関する支援等を基本としている。 

② ＩＣＴ教育支援員の配置人数 

小中学校 51 校を 12 名体制で支援している。 

 

26 教育情報ネットワーク運用事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

市立小中学校における教育の情報化を推進し、教育ＤＸの着実な実現を図ることで、児童生徒一人ひとりの多様な学習

ニーズに応じた効果的な学習環境を提供し、学びの質の向上をめざす。また、安全かつ円滑なＩＣＴ機器の活用を支える

ため、情報ネットワークの構築やＩＣＴ機器の運用支援を行い、持続可能で安心な教育活動を保障する。 

⑵ 事業内容 

① 教育情報ネットワーク機器及び増強対応機器の整備 

山形市総合学習センターを拠点とし、小中学校 51 校を結び、授業や校務で活用するための教育情報サービス及びイン

トラネット網を通じたインターネットシステムを継続整備する。 

② ネットワーク障害等のトラブル対応・機器交換の実施 

ネットワーク障害時に現地に赴き、障害の原因解明・解消を行う。修繕が必要になると想定される機器については、

交換等を実施する。 

 

27 統合型校務支援システム運用事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

校務の情報化の推進により教職員の事務の軽減・効率化を図ることで、学校における「働き方改革」を推進しながら、

子どもと向き合う時間のさらなる創出をめざす。 

⑵ 事業内容 

統合型校務支援システムを導入し、教職員がなお一層子どもの気持ちに寄り添う時間や、授業のための教材研究の時間、

研修の時間等の確保が実現しやすい環境を整備する。また、令和６年度に機能追加した心と学びの記録・振り返り支援シ

ステム及び保護者向け情報発信ツール、デジタル採点ソフトを継続して活用し、児童生徒と向き合う時間の増加や質の高

い教育の提供を図る。 

・教務系（成績処理、出欠管理、時数管理等）、保健系（健康診断票、保健室来室管理等）、学籍系（指導要録等）におけ

る資料のデジタル化 

・教職員による学校・学級運営に必要な情報、児童生徒の情報の一元管理、共有 

・教職員の出退勤管理の導入による教員の適正な勤務時間の把握と勤務時間の縮減 

・校務の効率化による業務改善の推進 

 

28 学習支援機器・ソフトウエア運用事業（総合学習センター） 

⑴ 目的 

１人１台端末環境下において、学習支援機器・ソフトウエアを導入することで、個別最適な学習を支援し一人ひとりの

教育ニーズを捉えた学習スタイルへの転換を図る。先進的かつ有効的な学習環境の整備により、授業とＩＣＴの特性を融

合させた学びを推進する。 

⑵ 事業内容 

① 「ＬＩＴＡＬＩＣＯ教育ソフト（特別支援学級対象）」の運用 

特別支援学級に在籍する児童生徒の特性に合わせた教材を提示したり、指導支援計画を作成したりできるソフトウ

エア。教育的ニーズを把握し教職員の業務効率の向上、児童生徒と向き合う時間の確保が期待できる。 

② 「ライフイズテックレッスン（中学生対象）」の運用 

ネットワークを利用した双方向コンテンツの仕組みを学ぶとともにテキストコーディングにも対応した中学校用の

高度なプログラミング教材。パッケージを利用し、高度化した中学プログラミング教育の実施が可能となる。 

③ 「キュビナ（ＡＩドリル・小学５・６年生～中学校全学年対象）」の運用 

ＡＩが児童生徒の得意・不得意を分析し、一人ひとりに合わせた問題を出題する。基礎から応用まで様々なレベル

に応じた学習が可能となる。 

 

29 学校体育の指導育成事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

児童生徒の体力向上と運動の習慣化を図り、生涯にわたってスポーツに親しむための基礎を養う。 

⑵ 事業内容 

研修会等を実施するとともに、関係団体等と連携を図りながらスポーツ大会等を支援する。 

 

30 学校保健の指導管理事業（学校教育課） 

⑴ 目的 

健康教育の充実、児童生徒及び教職員の健康の保持増進や衛生管理に努め、心身ともに健全な児童生徒の育成を図る。 

⑵ 事業内容 

研修会等を実施するとともに、学校と連携しながら児童生徒及び教職員の健康管理や衛生管理等を行う。 

 

 

31 学校体育施設開放事業概要（教育企画課） 

⑴ 開放事業の運営について 

① 開放運営のための組織 

 開放施設運営委員会…学校教職員、使用団体代表者、スポーツ推進委員、地区代表、教育委員会が必要と認める者。 

(年２回以上開催） 

② 使用条件 

ア 使用対象：山形市に居住又は在勤若しくは在学する者により構成された団体で、教育委員会が適当と認めるもの。 

イ 開放日時 

学 校 給 食
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区   分 開 放 開 始 時 間           開放終了時間 

屋 外 運 動 場 平日18時、土及び日・祝日６時 22時00分 

屋 内 運 動 場 平日18時、土及び日・祝日９時 22時00分 

ク ラ ブ ハ ウ ス 平日18時、土及び日・祝日９時 22時00分 

ウ 管理責任者は、使用団体の責任者があたる。（開錠、施錠、日誌等の記入等） 

エ 使用計画書（４月）、許可申請書の提出（随時）と使用状況の報告（３月） 

⑵ 使用状況 

年度 
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

開放指定校数 内49 外49 内49 外49 内49 外49 内49 外49 内 49 外49 

使  用 841  926 812 813 801 

団体数（団体） 724 640 640 193 724 202 650 163 647 154 

延 使 用 34,147  37,907 38,035 37,674 35,406 

回数（回） 30,914 30,730 30,730 7,516 30,914 6,993 30,266 7,408 29,025 6,381 

延 使 用 646,240 720,263 677,226 693,488 720,191 

人数（人） 585,192 533,456 533,456 533,456 585,192 135,071 560,093 133,395 581,871 138,320 

⑶  経費                                    （単位：円） 

年 度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

経 費 3,650,500 3,650,500 3,650,500 3,650,500 3,650,500 

（平成17年度からは、学校配当予算に組み入れ） 

 

32 市立学校熱中症対策事業（教育企画課） 

近年、酷暑化する夏季における熱中症対策として、暑さ指数等をリアルタイムで測定できる高性能気象ＩｏＴセンサーを拠

点となる８校の市立学校（小学校２校、中学校５校、高等学校１校）に設置し、設置校以外の学校においても、各校が属する

気象区分にある設置校の気象観測データへアクセスできるようにし、市立学校全校でデジタル技術等を活用した熱中症対策を

行う。 

 

33 小中学校施設整備方針等策定事業（教育企画課） 

 安全・安心な教育環境を整備するため、令和７年度に引き続き、「学校の配置と整備の基本的な考え方」の策定、「小中学校

整備方針」及び「小中学校施設長寿命化計画」の改訂を進めるとともに、特に建築年度が古い校舎等の整備手法を検討する。 

 

34 プールの共同利用等検討事業（教育企画課） 

老朽化が進む市立小中学校のプールについて、良質な水泳授業の環境を整えるとともに、管理運営にかかる負担軽減を図る

ため、学校間のプール共同利用や民間施設の活用等について検討し、「（仮称）山形市立小中学校における水泳授業及びプール

のあり方に関する基本方針」を策定する。 

 

35 やまがた・マイスクール応援寄附事業（教育企画課） 

学校卒業生や企業等の「学校を応援したい気持ちを応援する」ための新たな寄附制度であり、母校やゆかりのある学校等、

応援したい学校を寄附者があらかじめ指定して寄附することができる。寄附金は指定された学校の希望に沿って教育環境の整

備に役立てる。 

 

36 スマートスクール推進事業（商業高等学校） 

ＩＣＴ環境の整備を行い、生徒一人一人の学習データを蓄積・分析し学習支援を図る。さらに、外部専門機関と連携、協働

により遠隔授業の実施やＡＩ等の新しい技術によって地域課題の解決ができる人材の育成を目指す。 

37 学校施設一覧                                   （令和８年５月１日現在） 

学校名 
設置 

年度 

建築 

年度 

敷地総面積 
うち野外

運動場 

建 物 教室数 

プール構造 
柔剣道

場面積 総面積 
うち 

借用 
校舎 

うち 

木造 

屋 内 

運動場 

うち 

木造 
普通 特別 

第一小 明治22 平成15 16,103 ― 3,340 4,949 ― 913 ― 9 10 ステンレス   

第二小 明治22 昭和44 12,144 ― 6,370 4,369 ― 1,116 ― 17 13 ＦＲＰ   

第三小 明治22 昭和41 18,692 ― 8,694 5,194 ― 1,006 ― 18 12 ＦＲＰ   

第四小 明治44 昭和39 11,893 ― 5,283 4,439 ― 1,103 ― 9 13 ＦＲＰ   

第五小 大正12 昭和43 17,524 ― 7,117 4,968 33 1,132 ― 11 12 ＦＲＰ   

第六小 昭和９ 平成８ 16,772 ― 8,527 7,106 38 1,267 ― 18 15 ＦＲＰ   

第七小 昭和９ 平成19 16,515 ― 5,957 6,458 51 1,220 ― 17 6 ステンレス   

第八小 昭和28 昭和63 14,874 ― 7,435 5,629 ― 1,286 ― 16 10 ＦＲＰ   

第九小 昭和32 平成７ 20,001 ― 11,043 6,010 ― 1,495 ― 19 10 ＦＲＰ   

第十小 昭和39 昭和39 19,168 ― 10,124 5,291 104 957 37 18 8 ＦＲＰ   

南 小 昭和49 昭和48 18,184 ― 12,251 5,178 40 1,026 ― 19 12 ＦＲＰ   

西 小 昭和52 昭和52 18,210 ― 10,122 5,384 40 1,021 ― 22 10 アルミ   

東 小 昭和56 平成22 12,336 ― 5,906 5,816 ― 2,272 ― 22 8 ステンレス   

鈴川小 明治７ 昭和42 21,175 9,670 5,320 5,775 69 1,367 ― 26 10 FRP   

千歳小 明治25 平成30 19,885 ― 10,874 4,980 3,529 986 ― 21 6 ステンレス   

金井小 明治33 昭和49 16,884 ― 7,255 6,198 40 1,367 ― 31 8 ＦＲＰ   

大郷小 明治６ 昭和46 15,376 ― 8,143 3,140 26 1,144 ― 9 8 ＦＲＰ   

明治小 明治24 昭和50 13,542   478  4,748 2,118 40 638 ― 6 4 ステンレス   

出羽小 明治34 昭和49 14,014 ― 8,360 4,107 40 671 19 19 7 ステンレス   

楯山小 明治33 昭和42 14,662 ― 10,034 2,799 ― 745 ― 8 8 ＦＲＰ   

高瀬小 明治33 昭和43 13,400 ― 10,016 3,203 50 823 37 9 8 ＦＲＰ   

山寺小 明治７ 昭和61 21,864 732 15,096 2,033 ― 571 ― 5 3 ＦＲＰ   

東沢小 明治35 平成６ 15,754 367 7,820 3,695 17 1,399 ― 9 9 ＦＲＰ   

滝山小 明治23 昭和53 25,532 985 16,089 6,691 ― 1,019 ― 26 15 ＦＲＰ   

桜田小 平成３ 平成２ 18,220 ― 9,623 5,511 ― 1,452 ― 17 7 ＦＲＰ   

南沼原小 明治37 令和４ 21,520 ― 10,873 9,069 18 1,528 ― 36 20 ステンレス   

宮浦小 昭和56 昭和56 18,394 ― 9,465 5,264 40 1,038 ― 11 12 ステンレス   

蔵王第一小 明治６ 昭和52 18,156 28 10,268 4,814 40 1,051 ― 17 8 アルミ   

蔵王第二小 明治33 昭和52 19,072 ― 8,358 3,671 40 788 ― 8 9 ステンレス   

蔵王第三小 明治７ 昭和44 16,252 ― 3,731 1,365 40 428 ― 2 5 FRP 上屋付   

南山形小 明治37 昭和50 18,916 386 9,901 5,031 717 1,332 ― 17 7 ＦＲＰ   

みはらしの丘小 平成18 平成17 27,305 ― 12,087 5,507 ― 1,565 ― 22 9 ステンレス   

本沢小 明治33 平成２ 15,039 ― 7,398 2,617 49 676 ― 7 6 ＦＲＰ   

西山形小 明治27 令和４ 8304 ― 4,195 2,469 ― 624 ― 7 5 ステンレス   

村木沢小 明治６ 昭和46 14,282 ― 6,345 1,802 52 650 ― 6 4 ＦＲＰ   

大曽根小 明治７ 昭和47 13,904 ― 10,668 1,853 40 726 ― 6 3 ＦＲＰ   

小学校計     613,868 12,646 308,836 164,503 5,153 38,402 93 540 320       

第一中 昭和54 昭和53 29,752 ― 17,970 7,505 ― 1,530 ― 16 14 アルミ 695 

第二中 昭和22 昭和59 26,994 ― 13,127 8,483 60 1,325 ― 18 19 ＦＲＰ 647 

第三中 昭和22 昭和61 22,476 ― 11,677 7,920 ― 1,432 ― 23 16 ＦＲＰ 765 

第四中 昭和22 昭和54 26,454 ― 14,002 8,667 60 1,661 ― 25 16 ステンレス 679 

第五中 昭和26 平成26 23,354 ― 13,098 7,410 81 2,249 ― 17 15 ステンレス 832 

第六中 昭和27 昭和59 21,748 ― 11,736 8,084 ― 2,044 ― 26 17 ＦＲＰ 786 

第七中 昭和34 平成４ 25,242 ― 15,514 6,064 60 1,420 ― 12 12 ステンレス 733 

第八中 昭和27 昭和47 21,297 ― 12,516 3,600 40 1,030 ― 5 11 ＦＲＰ 695 

第九中 昭和50 昭和48 25,881 ― 14,566 4,811 40 938 ― 18 12 ＦＲＰ 702 

第十中 昭和58 昭和57 27,110 ― 13,544 7,361 60 1,578 ― 24 15 ステンレス 727 

金井中 昭和22 昭和56 20,198 ― 11,994 5,094 60 1,082 ― 21 10 ＦＲＰ 622 

高楯中 昭和27 昭和58 22,673 ― 14,008 4,368 60 1,102 ― 7 14 ＦＲＰ 687 

山寺中 昭和22 昭和61    ― ― ― 1,841 23 569 ― 3 6    

蔵王第一中 昭和22 昭和54 23,302 27 14,375 4,893 40 1,062 ― 16 12 ステンレス 694 

蔵王第二中 昭和22 昭和44 ― ― ― 763 10 400 ― 2 4    

中学校計   316,481 27 178,127 86,864 594 19,422 ― 233 193   9,264 

商業高 大正７ 令和3 55,401 ― 46,015 12,546 ― 8,397 ― 21 23   792 
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区   分 開 放 開 始 時 間           開放終了時間 

屋 外 運 動 場 平日18時、土及び日・祝日６時 22時00分 

屋 内 運 動 場 平日18時、土及び日・祝日９時 22時00分 

ク ラ ブ ハ ウ ス 平日18時、土及び日・祝日９時 22時00分 

ウ 管理責任者は、使用団体の責任者があたる。（開錠、施錠、日誌等の記入等） 

エ 使用計画書（４月）、許可申請書の提出（随時）と使用状況の報告（３月） 

⑵ 使用状況 

年度 
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

開放指定校数 内49 外49 内49 外49 内49 外49 内49 外49 内 49 外49 

使  用 841  926 812 813 801 

団体数（団体） 724 640 640 193 724 202 650 163 647 154 

延 使 用 34,147  37,907 38,035 37,674 35,406 

回数（回） 30,914 30,730 30,730 7,516 30,914 6,993 30,266 7,408 29,025 6,381 

延 使 用 646,240 720,263 677,226 693,488 720,191 

人数（人） 585,192 533,456 533,456 533,456 585,192 135,071 560,093 133,395 581,871 138,320 

⑶  経費                                    （単位：円） 

年 度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

経 費 3,650,500 3,650,500 3,650,500 3,650,500 3,650,500 

（平成17年度からは、学校配当予算に組み入れ） 

 

32 市立学校熱中症対策事業（教育企画課） 

近年、酷暑化する夏季における熱中症対策として、暑さ指数等をリアルタイムで測定できる高性能気象ＩｏＴセンサーを拠

点となる８校の市立学校（小学校２校、中学校５校、高等学校１校）に設置し、設置校以外の学校においても、各校が属する

気象区分にある設置校の気象観測データへアクセスできるようにし、市立学校全校でデジタル技術等を活用した熱中症対策を

行う。 

 

33 小中学校施設整備方針等策定事業（教育企画課） 

 安全・安心な教育環境を整備するため、令和７年度に引き続き、「学校の配置と整備の基本的な考え方」の策定、「小中学校

整備方針」及び「小中学校施設長寿命化計画」の改訂を進めるとともに、特に建築年度が古い校舎等の整備手法を検討する。 

 

34 プールの共同利用等検討事業（教育企画課） 

老朽化が進む市立小中学校のプールについて、良質な水泳授業の環境を整えるとともに、管理運営にかかる負担軽減を図る

ため、学校間のプール共同利用や民間施設の活用等について検討し、「（仮称）山形市立小中学校における水泳授業及びプール

のあり方に関する基本方針」を策定する。 

 

35 やまがた・マイスクール応援寄附事業（教育企画課） 

学校卒業生や企業等の「学校を応援したい気持ちを応援する」ための新たな寄附制度であり、母校やゆかりのある学校等、

応援したい学校を寄附者があらかじめ指定して寄附することができる。寄附金は指定された学校の希望に沿って教育環境の整

備に役立てる。 

 

36 スマートスクール推進事業（商業高等学校） 

ＩＣＴ環境の整備を行い、生徒一人一人の学習データを蓄積・分析し学習支援を図る。さらに、外部専門機関と連携、協働

により遠隔授業の実施やＡＩ等の新しい技術によって地域課題の解決ができる人材の育成を目指す。 

37 学校施設一覧                                   （令和８年５月１日現在） 

学校名 
設置 

年度 

建築 

年度 

敷地総面積 
うち野外

運動場 

建 物 教室数 

プール構造 
柔剣道

場面積 総面積 
うち 

借用 
校舎 

うち 

木造 

屋 内 

運動場 

うち 

木造 
普通 特別 

第一小 明治22 平成15 16,103 ― 3,340 4,949 ― 913 ― 9 10 ステンレス   

第二小 明治22 昭和44 12,144 ― 6,370 4,369 ― 1,116 ― 17 13 ＦＲＰ   

第三小 明治22 昭和41 18,692 ― 8,694 5,194 ― 1,006 ― 18 12 ＦＲＰ   

第四小 明治44 昭和39 11,893 ― 5,283 4,439 ― 1,103 ― 9 13 ＦＲＰ   

第五小 大正12 昭和43 17,524 ― 7,117 4,968 33 1,132 ― 11 12 ＦＲＰ   

第六小 昭和９ 平成８ 16,772 ― 8,527 7,106 38 1,267 ― 18 15 ＦＲＰ   

第七小 昭和９ 平成19 16,515 ― 5,957 6,458 51 1,220 ― 17 6 ステンレス   

第八小 昭和28 昭和63 14,874 ― 7,435 5,629 ― 1,286 ― 16 10 ＦＲＰ   

第九小 昭和32 平成７ 20,001 ― 11,043 6,010 ― 1,495 ― 19 10 ＦＲＰ   

第十小 昭和39 昭和39 19,168 ― 10,124 5,291 104 957 37 18 8 ＦＲＰ   

南 小 昭和49 昭和48 18,184 ― 12,251 5,178 40 1,026 ― 19 12 ＦＲＰ   

西 小 昭和52 昭和52 18,210 ― 10,122 5,384 40 1,021 ― 22 10 アルミ   

東 小 昭和56 平成22 12,336 ― 5,906 5,816 ― 2,272 ― 22 8 ステンレス   

鈴川小 明治７ 昭和42 21,175 9,670 5,320 5,775 69 1,367 ― 26 10 FRP   

千歳小 明治25 平成30 19,885 ― 10,874 4,980 3,529 986 ― 21 6 ステンレス   

金井小 明治33 昭和49 16,884 ― 7,255 6,198 40 1,367 ― 31 8 ＦＲＰ   

大郷小 明治６ 昭和46 15,376 ― 8,143 3,140 26 1,144 ― 9 8 ＦＲＰ   

明治小 明治24 昭和50 13,542   478  4,748 2,118 40 638 ― 6 4 ステンレス   

出羽小 明治34 昭和49 14,014 ― 8,360 4,107 40 671 19 19 7 ステンレス   

楯山小 明治33 昭和42 14,662 ― 10,034 2,799 ― 745 ― 8 8 ＦＲＰ   

高瀬小 明治33 昭和43 13,400 ― 10,016 3,203 50 823 37 9 8 ＦＲＰ   

山寺小 明治７ 昭和61 21,864 732 15,096 2,033 ― 571 ― 5 3 ＦＲＰ   

東沢小 明治35 平成６ 15,754 367 7,820 3,695 17 1,399 ― 9 9 ＦＲＰ   

滝山小 明治23 昭和53 25,532 985 16,089 6,691 ― 1,019 ― 26 15 ＦＲＰ   

桜田小 平成３ 平成２ 18,220 ― 9,623 5,511 ― 1,452 ― 17 7 ＦＲＰ   

南沼原小 明治37 令和４ 21,520 ― 10,873 9,069 18 1,528 ― 36 20 ステンレス   

宮浦小 昭和56 昭和56 18,394 ― 9,465 5,264 40 1,038 ― 11 12 ステンレス   

蔵王第一小 明治６ 昭和52 18,156 28 10,268 4,814 40 1,051 ― 17 8 アルミ   

蔵王第二小 明治33 昭和52 19,072 ― 8,358 3,671 40 788 ― 8 9 ステンレス   

蔵王第三小 明治７ 昭和44 16,252 ― 3,731 1,365 40 428 ― 2 5 FRP 上屋付   

南山形小 明治37 昭和50 18,916 386 9,901 5,031 717 1,332 ― 17 7 ＦＲＰ   

みはらしの丘小 平成18 平成17 27,305 ― 12,087 5,507 ― 1,565 ― 22 9 ステンレス   

本沢小 明治33 平成２ 15,039 ― 7,398 2,617 49 676 ― 7 6 ＦＲＰ   

西山形小 明治27 令和４ 8304 ― 4,195 2,469 ― 624 ― 7 5 ステンレス   

村木沢小 明治６ 昭和46 14,282 ― 6,345 1,802 52 650 ― 6 4 ＦＲＰ   

大曽根小 明治７ 昭和47 13,904 ― 10,668 1,853 40 726 ― 6 3 ＦＲＰ   

小学校計     613,868 12,646 308,836 164,503 5,153 38,402 93 540 320       

第一中 昭和54 昭和53 29,752 ― 17,970 7,505 ― 1,530 ― 16 14 アルミ 695 

第二中 昭和22 昭和59 26,994 ― 13,127 8,483 60 1,325 ― 18 19 ＦＲＰ 647 

第三中 昭和22 昭和61 22,476 ― 11,677 7,920 ― 1,432 ― 23 16 ＦＲＰ 765 

第四中 昭和22 昭和54 26,454 ― 14,002 8,667 60 1,661 ― 25 16 ステンレス 679 

第五中 昭和26 平成26 23,354 ― 13,098 7,410 81 2,249 ― 17 15 ステンレス 832 

第六中 昭和27 昭和59 21,748 ― 11,736 8,084 ― 2,044 ― 26 17 ＦＲＰ 786 

第七中 昭和34 平成４ 25,242 ― 15,514 6,064 60 1,420 ― 12 12 ステンレス 733 

第八中 昭和27 昭和47 21,297 ― 12,516 3,600 40 1,030 ― 5 11 ＦＲＰ 695 

第九中 昭和50 昭和48 25,881 ― 14,566 4,811 40 938 ― 18 12 ＦＲＰ 702 

第十中 昭和58 昭和57 27,110 ― 13,544 7,361 60 1,578 ― 24 15 ステンレス 727 

金井中 昭和22 昭和56 20,198 ― 11,994 5,094 60 1,082 ― 21 10 ＦＲＰ 622 

高楯中 昭和27 昭和58 22,673 ― 14,008 4,368 60 1,102 ― 7 14 ＦＲＰ 687 

山寺中 昭和22 昭和61    ― ― ― 1,841 23 569 ― 3 6    

蔵王第一中 昭和22 昭和54 23,302 27 14,375 4,893 40 1,062 ― 16 12 ステンレス 694 

蔵王第二中 昭和22 昭和44 ― ― ― 763 10 400 ― 2 4    

中学校計   316,481 27 178,127 86,864 594 19,422 ― 233 193   9,264 

商業高 大正７ 令和3 55,401 ― 46,015 12,546 ― 8,397 ― 21 23   792 

 

学 校 給 食

― 238 ― ― 239 ―



38 児童・生徒・学級数（学校教育課）                         （令和８年５月１日現在） 

学 校 名 所   在   地 電話番号 校 長 名 
教職員数※ 児童・生徒数 

学級数 
総数 男 女 総数 男 女 

第一小 本町一丁目５番 24 号 622-0651 石澤 友章 23 5 18 179 85 94 9 

第二小 香澄町三丁目９番 38 号 622-0652 高橋  浩 25 7 18 344 167 177 17 

第三小 宮町五丁目７番 58 号 622-0653 髙橋 和久 34 9 25 361 191 170 18 

第四小 相生町４番 37 号 623-6019 横山 尚久 15 5 10 165 81 84 9 

第五小 東原町一丁目１番９号 622-0655 太田 千春 18 8 10 194 93 101 11 

第六小 鉄砲町二丁目９番 55 号 622-0656 富樫  朗 30 12 18 358 189 169 18 

第七小 城北町二丁目９番 37 号 644-3434 小沼裕佳理 28 8 20 347 160 187 17 

第八小 小白川町二丁目８番 36 号 631-2140 髙橋 郁子 28 7 21 330 175 155 16 

第九小 馬見ヶ崎二丁目５番１号 681-3600 沼澤  聡 30 9 21 424 199 225 19 

第十小 やよい二丁目６番１号 643-4102 山川 直樹 26 11 15 366 193 173 18 

南 小 青田二丁目１番１号 632-3660 我妻 靖浩 28 12 16 411 198 213 19 

西 小 西田三丁目２番１号 645-0390 小林  聡 31 10 21 422 215 207 22 

東 小 泉町 19 番 31 号 642-5259 石山  勝 31 10 21 370 173 197 22 

鈴川小 鈴川町三丁目７番 10 号 622-2158 金山 治行 37 13 24 507 266 241 26 

千歳小 落合町 1359 番地 631-2164 森谷 弘昭 27 10 17 424 219 205 21 

金井小 陣場三丁目７番 60 号 681-8471 黒田 靖彦 49 15 34 697 365 332 31 

大郷小 大字中野 506 番地 681-8472 沼澤 周一 18 7 11 169 87 82 ９ 

明治小 大字灰塚 454 番地 681-8473 中村 昌彦 15 7 8 39 20 19 ６ 

出羽小 大字漆山 3169 番地 684-7321 武田 重泰 29 10 19 372 189 183 19 

楯山小 大字青柳字一本木 64 番地 686-2006 芦野あずさ 15 5 10 148 67 81 8 

高瀬小 大字下東山 1264 番地 686-2264 菱川 若葉 16 7 9 88 46 42 9 

山寺小 大字山寺 1650 番地 695-2004 武田 裕子 9 3 6 23 14 9 5 

東沢小 防原町４番地の 15 629-2119 設樂 宏幸 16 7 9 157 89 68 9 

滝山小 小立四丁目 13 番 86 号 631-2248 會田 雄一 40 17 23 616 300 316 26 

桜田小 桜田東一丁目１番 30 号 624-5083 須藤 克郎 26 7 19 313 157 156 17 

南沼原小 飯沢 59 番地の 2 643-3010 山口 雅和 49 14 35 755 370 385 32 

宮浦小 宮浦 17 番地の３ 645-1479 工藤 博史 18 9 9 227 121 106 11 

蔵王第一小 成沢西四丁目３番 17 号 688-2210 鈴木 章人 25 10 15 323 179 144 16 

蔵王第二小 蔵王上野字南坂 2116 番地 688-2565 山科 典子 18 8 10 81 48 33 8 

蔵王第三小 蔵王温泉字丈二田 727 番地 694-9042 稲葉 健一 8 5 3 4 3 1 2 

南山形小 大字松原字東河原 188 番地 688-2430 遠藤 克裕 27 11 16 359 196 163 17 

みはらしの丘小 みはらしの丘三丁目４番地 689-0181 馬場  賢 33 10 23 480 255 225 22 

本沢小 大字長谷堂 1111 番地の１ 688-2420 渡邊 弘晶 14 6 8 68 42 26 7 

西山形小 大字柏倉 3774 番地 1 643-3011 森山 謙一 13 5 8 56 31 25 7 

村木沢 大字村木沢 6046 番地 643-2240 片山 敬子 13 5 8 46 27 19 6 

大曽根小 大字上反田 278 番地 643-2134 晋道 康史 10 6 4 30 15 15 4 

小学校計    872 310 562 10,253 5,225 5,028 533 

第一中 松波三丁目１番 15 号 622-0121 須崎 智志 33 18 15 413 229 184 16 

第二中 西崎 62 番地 644-3902 加藤ゆかり 38 17 21 467 219 248 18 

第三中 双葉町二丁目１番 10 号 644-3903 星川 仁一 48 20 28 548 287 261 23 

第四中 花楯二丁目 10 番 48 号 622-3904 前田 洋光  50 27 23 642 321 321 25 

第五中 薬師町一丁目 14 番 10 号 622-0559 庄司 雅和 36 22 14 443 232 211 17 

第六中 南原町二丁目３番 55 号 622-0314 栗田 和真 50 21 29 646 351 295 26 

第七中 天神町 2520 番地 684-7555 須藤由美子 26 10 16 299 146 153 12 

第八中 大字村木沢字河原田1620番地の２ 643-2241 畔上  大 15 7 8 84 52 32 5 

第九中 大字津金沢字中谷地 657 番地 688-2220 土井 正路 33 17 18 476 237 239 18 

第十中 若宮一丁目 10 番 12 号 643-1236 髙橋  修 48 18 30 604 315 289 24 

金井中 陣場三丁目 12 番 25 号 681-8474 山田 博志 40 22 18 546 273 273 21 

高楯中 大字中里 38 番地 686-6029 石井  均 18 10 8 131 82 49 7 

山寺中 大字山寺 1650 番地 695-2044 武田 裕子 8 4 4 13 9 4 3 

蔵王第一中 蔵王南成沢 34 番地 688-2516 三浦 浩子 31 16 15 295 146 149 16 

蔵王第二中 蔵王温泉字丈二田 727 番地 694-9042 稲葉 健一 10 6 4 6 3 3 1 

中学校計    484 235 251 5,613 2,902 2,711 232 

商業高 あかねヶ丘一丁目９番１号 643-4115 猪又 義則 84 49 35 829 370 459 21 

※H30 より「教員数」から「教職員数」に変更 

社 会 教 育（社会教育青少年課） 
 

 

社会教育事業については、社会の変化に伴う市民一人ひとりが抱える課題や、市民生活に関わる生活課題などに対応する、

全市を対象とした「社会的要請学習の推進」と、地域づくり活動や地域社会を支える人材を育成する機会を提供する「地域

づくり学習の推進」を２つの大きな柱として実施する。 

 

１ 主 な 施 策 

 ⑴ 生涯学習の推進 

・市民の生涯学習活動の推進のために、公民館施設の提供を行う。申請にあたっては、窓口申請に加え電子申請を併用し 

利用者の利便性を高めるとともに、市民が快適に利用できるよう必要な維持・補修を実施するなど適切に管理する。 

・生涯学習に関する情報については、広報やまがた、公民館報及び山形市ホームページ等により市民に周知・広報すると 

ともに、自発的な生涯学習への取り組みを促進するため報道機関や関係機関との連携を図りながら情報を提供する。 

・市民が生涯学習活動に円滑に取り組むことができるよう、講師情報の提供や生涯学習相談に対応するとともに、市民が 

日頃の学習成果を発表できる場や生かすことができる機会を提供する。また、教育・学術・文化等の普及向上に寄与する

事業に取り組む公益性のある団体の活動に対して、必要に応じて共催や後援の支援を行う。 

・自主的学習活動や地域づくり活動を促進するため、関係機関との連携を図るとともに、社会教育関係団体等への支援を

行う。 

 ⑵ 社会教育事業の充実 

・山形市の推進施策等を考慮したうえ、「個人の要望」と「社会の要請」のバランスのとれた学習機会とテーマを設定し、

公民館、社会教育青少年課及び関係機関が連携しながら、市内全域を対象に事業を展開する。 

・公民館の管轄区域を対象に、地域の連帯を高める「ふれあい交流」事業、地域の課題などを踏まえ公民館と地域とが連

携して行う「地域と共に考えるまちづくり」事業を展開する。 

・高校生等へのアプローチによる若者支援事業の充実と公民館利用者増への取組として、青少年ボランティア関係団体と

の連携を広げ、山形市の青少年ボランティアの活動機会を拡大するとともに、高校生が学校の枠組みを越えて学び合う場

を設け、多様な交流により自分の学びを深化、拡充させることにより、将来の地域づくりに参画する人材の育成を図る「ま

ちなかサードプレイス」を実施する。また、中学生が公民館事業の企画・立案・実施を通して、地域についての学びを深

める「サードプレイスＪｒ．」を実施する。 

・公民館施設を広く市民の利用に供するため、社会教育法の主旨に沿った運用のなかで民間企業等に対象を広げた使用許

可基準緩和の実施や、少年・青年・家庭・親子向けの事業の内容及び開催日等を工夫することにより、公民館施設の利用

拡大を図る。 

・地域住民が参画し学校運営及び必要な支援について協議する「学校運営協議会」を設置し「地域とともにある学校づく

り」を進めるとともに、幅広い地域住民等の参画を得て「地域学校協働活動」を実施し「学校を核とした地域づくり」を

進める。（コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進） 

・放課後や週末等に、小学校の施設等を活用し、すべての児童を対象として、安全・安心な活動場所を提供するとともに、

学習活動や集団での遊びのほか、価値のある体験活動や豊かなかかわりあいを通して、子どもの自主性を培い社会性を育

む「放課後子ども教室」を開催する。 

・社会教育事業実施にあたり、社会教育青少年課・公民館相互の連携・協力、事業の手法等についての職員の知識・技能

の習得が重要であり、社会教育青少年課主催の研修の充実と、国・県等が主催する研修の活用により、職員研修の強化を

図る。 
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38 児童・生徒・学級数（学校教育課）                         （令和８年５月１日現在） 

学 校 名 所   在   地 電話番号 校 長 名 
教職員数※ 児童・生徒数 

学級数 
総数 男 女 総数 男 女 

第一小 本町一丁目５番 24 号 622-0651 石澤 友章 23 5 18 179 85 94 9 

第二小 香澄町三丁目９番 38 号 622-0652 高橋  浩 25 7 18 344 167 177 17 

第三小 宮町五丁目７番 58 号 622-0653 髙橋 和久 34 9 25 361 191 170 18 

第四小 相生町４番 37 号 623-6019 横山 尚久 15 5 10 165 81 84 9 

第五小 東原町一丁目１番９号 622-0655 太田 千春 18 8 10 194 93 101 11 

第六小 鉄砲町二丁目９番 55 号 622-0656 富樫  朗 30 12 18 358 189 169 18 

第七小 城北町二丁目９番 37 号 644-3434 小沼裕佳理 28 8 20 347 160 187 17 

第八小 小白川町二丁目８番 36 号 631-2140 髙橋 郁子 28 7 21 330 175 155 16 

第九小 馬見ヶ崎二丁目５番１号 681-3600 沼澤  聡 30 9 21 424 199 225 19 

第十小 やよい二丁目６番１号 643-4102 山川 直樹 26 11 15 366 193 173 18 

南 小 青田二丁目１番１号 632-3660 我妻 靖浩 28 12 16 411 198 213 19 

西 小 西田三丁目２番１号 645-0390 小林  聡 31 10 21 422 215 207 22 

東 小 泉町 19 番 31 号 642-5259 石山  勝 31 10 21 370 173 197 22 

鈴川小 鈴川町三丁目７番 10 号 622-2158 金山 治行 37 13 24 507 266 241 26 

千歳小 落合町 1359 番地 631-2164 森谷 弘昭 27 10 17 424 219 205 21 

金井小 陣場三丁目７番 60 号 681-8471 黒田 靖彦 49 15 34 697 365 332 31 

大郷小 大字中野 506 番地 681-8472 沼澤 周一 18 7 11 169 87 82 ９ 

明治小 大字灰塚 454 番地 681-8473 中村 昌彦 15 7 8 39 20 19 ６ 

出羽小 大字漆山 3169 番地 684-7321 武田 重泰 29 10 19 372 189 183 19 

楯山小 大字青柳字一本木 64 番地 686-2006 芦野あずさ 15 5 10 148 67 81 8 

高瀬小 大字下東山 1264 番地 686-2264 菱川 若葉 16 7 9 88 46 42 9 

山寺小 大字山寺 1650 番地 695-2004 武田 裕子 9 3 6 23 14 9 5 

東沢小 防原町４番地の 15 629-2119 設樂 宏幸 16 7 9 157 89 68 9 

滝山小 小立四丁目 13 番 86 号 631-2248 會田 雄一 40 17 23 616 300 316 26 

桜田小 桜田東一丁目１番 30 号 624-5083 須藤 克郎 26 7 19 313 157 156 17 

南沼原小 飯沢 59 番地の 2 643-3010 山口 雅和 49 14 35 755 370 385 32 

宮浦小 宮浦 17 番地の３ 645-1479 工藤 博史 18 9 9 227 121 106 11 

蔵王第一小 成沢西四丁目３番 17 号 688-2210 鈴木 章人 25 10 15 323 179 144 16 

蔵王第二小 蔵王上野字南坂 2116 番地 688-2565 山科 典子 18 8 10 81 48 33 8 

蔵王第三小 蔵王温泉字丈二田 727 番地 694-9042 稲葉 健一 8 5 3 4 3 1 2 

南山形小 大字松原字東河原 188 番地 688-2430 遠藤 克裕 27 11 16 359 196 163 17 

みはらしの丘小 みはらしの丘三丁目４番地 689-0181 馬場  賢 33 10 23 480 255 225 22 

本沢小 大字長谷堂 1111 番地の１ 688-2420 渡邊 弘晶 14 6 8 68 42 26 7 

西山形小 大字柏倉 3774 番地 1 643-3011 森山 謙一 13 5 8 56 31 25 7 

村木沢 大字村木沢 6046 番地 643-2240 片山 敬子 13 5 8 46 27 19 6 

大曽根小 大字上反田 278 番地 643-2134 晋道 康史 10 6 4 30 15 15 4 

小学校計    872 310 562 10,253 5,225 5,028 533 

第一中 松波三丁目１番 15 号 622-0121 須崎 智志 33 18 15 413 229 184 16 

第二中 西崎 62 番地 644-3902 加藤ゆかり 38 17 21 467 219 248 18 

第三中 双葉町二丁目１番 10 号 644-3903 星川 仁一 48 20 28 548 287 261 23 

第四中 花楯二丁目 10 番 48 号 622-3904 前田 洋光  50 27 23 642 321 321 25 

第五中 薬師町一丁目 14 番 10 号 622-0559 庄司 雅和 36 22 14 443 232 211 17 

第六中 南原町二丁目３番 55 号 622-0314 栗田 和真 50 21 29 646 351 295 26 

第七中 天神町 2520 番地 684-7555 須藤由美子 26 10 16 299 146 153 12 

第八中 大字村木沢字河原田1620番地の２ 643-2241 畔上  大 15 7 8 84 52 32 5 

第九中 大字津金沢字中谷地 657 番地 688-2220 土井 正路 33 17 18 476 237 239 18 

第十中 若宮一丁目 10 番 12 号 643-1236 髙橋  修 48 18 30 604 315 289 24 

金井中 陣場三丁目 12 番 25 号 681-8474 山田 博志 40 22 18 546 273 273 21 

高楯中 大字中里 38 番地 686-6029 石井  均 18 10 8 131 82 49 7 

山寺中 大字山寺 1650 番地 695-2044 武田 裕子 8 4 4 13 9 4 3 

蔵王第一中 蔵王南成沢 34 番地 688-2516 三浦 浩子 31 16 15 295 146 149 16 

蔵王第二中 蔵王温泉字丈二田 727 番地 694-9042 稲葉 健一 10 6 4 6 3 3 1 

中学校計    484 235 251 5,613 2,902 2,711 232 

商業高 あかねヶ丘一丁目９番１号 643-4115 猪又 義則 84 49 35 829 370 459 21 

※H30 より「教員数」から「教職員数」に変更 

社 会 教 育（社会教育青少年課） 
 

 

社会教育事業については、社会の変化に伴う市民一人ひとりが抱える課題や、市民生活に関わる生活課題などに対応する、

全市を対象とした「社会的要請学習の推進」と、地域づくり活動や地域社会を支える人材を育成する機会を提供する「地域

づくり学習の推進」を２つの大きな柱として実施する。 

 

１ 主 な 施 策 

 ⑴ 生涯学習の推進 

・市民の生涯学習活動の推進のために、公民館施設の提供を行う。申請にあたっては、窓口申請に加え電子申請を併用し 

利用者の利便性を高めるとともに、市民が快適に利用できるよう必要な維持・補修を実施するなど適切に管理する。 

・生涯学習に関する情報については、広報やまがた、公民館報及び山形市ホームページ等により市民に周知・広報すると 

ともに、自発的な生涯学習への取り組みを促進するため報道機関や関係機関との連携を図りながら情報を提供する。 

・市民が生涯学習活動に円滑に取り組むことができるよう、講師情報の提供や生涯学習相談に対応するとともに、市民が 

日頃の学習成果を発表できる場や生かすことができる機会を提供する。また、教育・学術・文化等の普及向上に寄与する

事業に取り組む公益性のある団体の活動に対して、必要に応じて共催や後援の支援を行う。 

・自主的学習活動や地域づくり活動を促進するため、関係機関との連携を図るとともに、社会教育関係団体等への支援を

行う。 

 ⑵ 社会教育事業の充実 

・山形市の推進施策等を考慮したうえ、「個人の要望」と「社会の要請」のバランスのとれた学習機会とテーマを設定し、

公民館、社会教育青少年課及び関係機関が連携しながら、市内全域を対象に事業を展開する。 

・公民館の管轄区域を対象に、地域の連帯を高める「ふれあい交流」事業、地域の課題などを踏まえ公民館と地域とが連

携して行う「地域と共に考えるまちづくり」事業を展開する。 

・高校生等へのアプローチによる若者支援事業の充実と公民館利用者増への取組として、青少年ボランティア関係団体と

の連携を広げ、山形市の青少年ボランティアの活動機会を拡大するとともに、高校生が学校の枠組みを越えて学び合う場

を設け、多様な交流により自分の学びを深化、拡充させることにより、将来の地域づくりに参画する人材の育成を図る「ま

ちなかサードプレイス」を実施する。また、中学生が公民館事業の企画・立案・実施を通して、地域についての学びを深

める「サードプレイスＪｒ．」を実施する。 

・公民館施設を広く市民の利用に供するため、社会教育法の主旨に沿った運用のなかで民間企業等に対象を広げた使用許

可基準緩和の実施や、少年・青年・家庭・親子向けの事業の内容及び開催日等を工夫することにより、公民館施設の利用

拡大を図る。 

・地域住民が参画し学校運営及び必要な支援について協議する「学校運営協議会」を設置し「地域とともにある学校づく

り」を進めるとともに、幅広い地域住民等の参画を得て「地域学校協働活動」を実施し「学校を核とした地域づくり」を

進める。（コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進） 

・放課後や週末等に、小学校の施設等を活用し、すべての児童を対象として、安全・安心な活動場所を提供するとともに、

学習活動や集団での遊びのほか、価値のある体験活動や豊かなかかわりあいを通して、子どもの自主性を培い社会性を育

む「放課後子ども教室」を開催する。 

・社会教育事業実施にあたり、社会教育青少年課・公民館相互の連携・協力、事業の手法等についての職員の知識・技能

の習得が重要であり、社会教育青少年課主催の研修の充実と、国・県等が主催する研修の活用により、職員研修の強化を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 校 給 食
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２ 公 民 館 
 市民の多様な学習ニーズに対応する魅力ある公民館事業を展開するために、公民館８館の運営管理、施設整備、設備の維

持補修等を行っている。各公民館の概要は、次のとおり。 

公民館名 所 在 地 完成年月 電話番号 敷地面積(㎡) 構造階層 
令 和 ７ 年 度 

貸館利用者数(人) 

中 央 七日町一丁目２－39 昭 62.３ 623-2150 （複合施設） 鉄筋４～８階の一部 55,936 

東 部 小白川町二丁目３－47 昭 55.３ 642-5181 （複合施設） 鉄筋３階 15,589 

西 部 篭田一丁目２－23 昭 58.３ 645-1223 2,245.14 鉄筋３階 26,761 

南 部 小荷駄町７－110 昭 57.３ 641-6701 （複合施設） 鉄筋４階 22,584 

北 部 宮町四丁目17－13 昭 51.３ 623-9073 1,983.99 鉄筋３階 26,383 

江 南 江南一丁目１－27 昭 60.２ 684-4428 （複合施設） 鉄筋４階 42,702 

霞 城 城西町二丁目２－15 昭 61.２ 643-2687 （複合施設） 鉄筋３階 36,750 

元 木 元木三丁目４－８ 平 ２.３ 631-6551 2,146.72 鉄筋３階 18,944 

合 計 245,649 

⑴ 令和７年度 公民館事業の実施状況 

社会の変化に応じた社会全体の学習ニーズに対応するために、全市を対象とした「社会的要請学習」と、公民館が立地

する地域との日常的な関わりを重視した「地域づくり学習」を展開した。 

① 社会的要請学習事業 

学習テーマ 担当公民館 
事 業 数 

（事業） 

実施事業に係る講座数 

（講座） 

参加者数 

（人） 

ＩＣＴ活用の推進 全公民館 11 63 719 

環境・エネルギーに関する学習支援 
北部公民館 

江南公民館 
5 6 105 

健康づくりに関する学習支援 

中央公民館 

南部公民館 

霞城公民館 

元木公民館 

11 24 447 

防災・防犯に関する学習支援 
東部公民館 

西部公民館 
2 6 189 

若者支援事業 

社会教育青少年課 

東部公民館 

南部公民館 

北部公民館 

江南公民館 

霞城公民館 

6 52 461 

子ども支援事業 
社会教育青少年課 

全 公 民 館 
11 26 349 

合  計 46 177 2,270 

 

② 地域づくり学習 

事業区分 
事 業 数 

（事業） 

実施事業に係る講座数 

（講座） 

参加者数 

（人） 

地域住民相互のふれあい交流の促進 133 274 22,022 

内訳 

家庭教育支援事業 12 29 328 

子ども育成事業 26 63 1,452 

若者支援事業 8 12 146 

やまがた文化まなび事業 19 30 774 

その他の事業 68 140 19,322 

地域と共に考えるまちづくり 21 167 4,198 

合  計 154 441 26,220 

③ 対象別の事業実施状況 

区 分 

地域づくり学習 社会的要請の高い 
課題に対応する 

社 会 教 育 事 業 
合  計 

主 催 事 業 共 催 事 業 

事業数 
（事業） 

講座数 
（回） 

参加者数 
（人） 

事業数 
（事業） 

講座数 
（回） 

参加者数 
（人） 

事業数 
（事業） 

講座数 
（回） 

参加者数 
（人） 

事業数 
（事業） 

講座数 
（回） 

参加者数 
（人） 

少 年 12 42 659 7 9 259 13 63 678 32 114 1,596 

青 年 7 11 120 1 1 26 1 10 67 9 22 213 

成 人 44 106 1,784 36 197 5,497 27 97 1,399 107 400 8,680 

親 子 15 21 637 4 19 255 3 5 65 22 45 957 

そ の 他 7 8 2,567 21 27 14,416 2 2 61 30 37 17,044 

合  計 85 188 5,767 69 253 20,453 46 177 2,270 200 618 28,490 

 

３ 社会教育青少年課の事業 

⑴ 令和８年 山形市二十歳の祝賀式 

本市の二十歳になる青年の大人としての自覚を改めて促し、また、市全体で自ら成長しようとする青年を祝い励ますた

めに山形市二十歳の祝賀式を実施した。式典の企画運営にあたっては、新たに二十歳を迎えられた方々による「二十歳の

祝賀式実行委員会」を組織し、当事者の意思を式典に反映した。 

開 催 日  令和８年１月11日（日） 13時30分～14時45分 

開催場所  山形市総合スポーツセンター 

該当者数  2,277名  

参加者数  1,718名 

参 加 率  75.5％ 

⑵ 放課後子ども教室推進事業 

「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後や週末等に小学校の施設等を活用し、すべての児童を対象として安

全・安心な活動場所を提供するとともに、学習活動や集団での遊びのほか、価値のある体験活動や豊かなかかわり合いを

通して、子どもの自主性を培い社会性を育むことを目的に、平成19年度からモデル校として第一小学校と東小学校、平成

20年度から大曽根小学校で放課後子ども教室を開催。令和４年度に山一小放課後子ども教室、東小放課後こども教室の事

業を終了。令和５・６年度に公民館やコミュニティセンターを会場に、市内全学校全児童を対象とした行政主体型放課後

こども教室を開催。                           （令和７年年末実績） 

教室名 開催曜日 登録児童数（人） 開催日数（日） 延べ参加者数（人） 

大曽根小 

放課後子ども教室 
月 ～ 金 20 158 1,547 
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２ 公 民 館 
 市民の多様な学習ニーズに対応する魅力ある公民館事業を展開するために、公民館８館の運営管理、施設整備、設備の維

持補修等を行っている。各公民館の概要は、次のとおり。 

公民館名 所 在 地 完成年月 電話番号 敷地面積(㎡) 構造階層 
令 和 ７ 年 度 

貸館利用者数(人) 

中 央 七日町一丁目２－39 昭 62.３ 623-2150 （複合施設） 鉄筋４～８階の一部 55,936 

東 部 小白川町二丁目３－47 昭 55.３ 642-5181 （複合施設） 鉄筋３階 15,589 

西 部 篭田一丁目２－23 昭 58.３ 645-1223 2,245.14 鉄筋３階 26,761 

南 部 小荷駄町７－110 昭 57.３ 641-6701 （複合施設） 鉄筋４階 22,584 

北 部 宮町四丁目17－13 昭 51.３ 623-9073 1,983.99 鉄筋３階 26,383 

江 南 江南一丁目１－27 昭 60.２ 684-4428 （複合施設） 鉄筋４階 42,702 

霞 城 城西町二丁目２－15 昭 61.２ 643-2687 （複合施設） 鉄筋３階 36,750 

元 木 元木三丁目４－８ 平 ２.３ 631-6551 2,146.72 鉄筋３階 18,944 

合 計 245,649 

⑴ 令和７年度 公民館事業の実施状況 

社会の変化に応じた社会全体の学習ニーズに対応するために、全市を対象とした「社会的要請学習」と、公民館が立地

する地域との日常的な関わりを重視した「地域づくり学習」を展開した。 

① 社会的要請学習事業 

学習テーマ 担当公民館 
事 業 数 

（事業） 

実施事業に係る講座数 

（講座） 

参加者数 

（人） 

ＩＣＴ活用の推進 全公民館 11 63 719 

環境・エネルギーに関する学習支援 
北部公民館 

江南公民館 
5 6 105 

健康づくりに関する学習支援 

中央公民館 

南部公民館 

霞城公民館 

元木公民館 

11 24 447 

防災・防犯に関する学習支援 
東部公民館 

西部公民館 
2 6 189 

若者支援事業 

社会教育青少年課 

東部公民館 

南部公民館 

北部公民館 

江南公民館 

霞城公民館 

6 52 461 

子ども支援事業 
社会教育青少年課 

全 公 民 館 
11 26 349 

合  計 46 177 2,270 

 

② 地域づくり学習 

事業区分 
事 業 数 

（事業） 

実施事業に係る講座数 

（講座） 

参加者数 

（人） 

地域住民相互のふれあい交流の促進 133 274 22,022 

内訳 

家庭教育支援事業 12 29 328 

子ども育成事業 26 63 1,452 

若者支援事業 8 12 146 

やまがた文化まなび事業 19 30 774 

その他の事業 68 140 19,322 

地域と共に考えるまちづくり 21 167 4,198 

合  計 154 441 26,220 

③ 対象別の事業実施状況 

区 分 

地域づくり学習 社会的要請の高い 
課題に対応する 

社 会 教 育 事 業 
合  計 

主 催 事 業 共 催 事 業 

事業数 
（事業） 

講座数 
（回） 

参加者数 
（人） 

事業数 
（事業） 

講座数 
（回） 

参加者数 
（人） 

事業数 
（事業） 

講座数 
（回） 

参加者数 
（人） 

事業数 
（事業） 

講座数 
（回） 

参加者数 
（人） 

少 年 12 42 659 7 9 259 13 63 678 32 114 1,596 

青 年 7 11 120 1 1 26 1 10 67 9 22 213 

成 人 44 106 1,784 36 197 5,497 27 97 1,399 107 400 8,680 

親 子 15 21 637 4 19 255 3 5 65 22 45 957 

そ の 他 7 8 2,567 21 27 14,416 2 2 61 30 37 17,044 

合  計 85 188 5,767 69 253 20,453 46 177 2,270 200 618 28,490 

 

３ 社会教育青少年課の事業 

⑴ 令和８年 山形市二十歳の祝賀式 

本市の二十歳になる青年の大人としての自覚を改めて促し、また、市全体で自ら成長しようとする青年を祝い励ますた

めに山形市二十歳の祝賀式を実施した。式典の企画運営にあたっては、新たに二十歳を迎えられた方々による「二十歳の

祝賀式実行委員会」を組織し、当事者の意思を式典に反映した。 

開 催 日  令和８年１月11日（日） 13時30分～14時45分 

開催場所  山形市総合スポーツセンター 

該当者数  2,277名  

参加者数  1,718名 

参 加 率  75.5％ 

⑵ 放課後子ども教室推進事業 

「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後や週末等に小学校の施設等を活用し、すべての児童を対象として安

全・安心な活動場所を提供するとともに、学習活動や集団での遊びのほか、価値のある体験活動や豊かなかかわり合いを

通して、子どもの自主性を培い社会性を育むことを目的に、平成19年度からモデル校として第一小学校と東小学校、平成

20年度から大曽根小学校で放課後子ども教室を開催。令和４年度に山一小放課後子ども教室、東小放課後こども教室の事

業を終了。令和５・６年度に公民館やコミュニティセンターを会場に、市内全学校全児童を対象とした行政主体型放課後

こども教室を開催。                           （令和７年年末実績） 

教室名 開催曜日 登録児童数（人） 開催日数（日） 延べ参加者数（人） 

大曽根小 

放課後子ども教室 
月 ～ 金 20 158 1,547 

学 校 給 食
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⑶ 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）と地域学校協働活動の一体的推進 

   コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を「一つの取組」として捉え、地域と学校が一体となって子どもたちを   

育む「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」を併せて実現するため、学校運営協議会の設置や

地域学校協働活動推進員の配置を進めるとともに、取組に対する支援を行う。 

   ① 学校運営協議会の設置状況  

     令和４年度：全小中学校（51校）で学校運営協議会を設置完了 

   ② 地域学校協働活動の実施状況 

    ア 推進員の委嘱 

学校運営協議会を設置した学校に、学校と地域の連絡調整を担う地域学校協働活動推進員を配置。 

令和７年度：38名に委嘱し41校に配置 

    イ 主な取組 

      社会科や生活科、総合的な学習の時間（産業、自然、歴史、民俗芸能、環境など）の学習における地域住民によ 

る授業補助 

・読み聞かせ 

・登下校の見守り など 

③ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進に向けた取組 

  ・教職員を対象とした「地域とともにある学校づくり研修会」の開催 

  ・地域学校協働活動推進員及び学校運営協議会委員を対象とした「学校を核とした地域づくり研修会」の開催 

  ・教職員や地域住民等を対象にした出前講座の実施（Ｒ７年度７回） 

  ・各学校の取組みの視察・取材の実施と、社教ニュース「ときたまご」による情報提供 

  ・地域学校協働活動推進員情報交換会の実施 

  ・地域学校協働活動推進員委嘱時の推進員に対する活動内容説明 

  ・山形市ホームページへの概要掲載 など 

 ⑷ 文化活動と学びのプラットフォーム形成事業（令和６～８年度） 

   市民の文化活動の活性化と産業を学ぶ機会の創出のため、文化活動の場や時代の潮流を捉えた学びの場として活用され

ている公民館において、市民や社会のニーズを捉えた運営や事業内容等の検討を行う。また、市民の文化活動や学びの活

性化を図るため、公民館の主催事業だけでなく、民間主催の文化活動や講座に関する情報をデータベース化し情報を発信

することで、文化活動や学びを求める人が情報を得やすくなり、自己のニーズに応じた活動や講座にアクセスしやすい環

境を整備する。なお、当該事業については３カ年で実施することとし、令和６年度に有識者からの意見聴取、令和７年度

に市民ニーズ調査とモデルを実施した。そして今年度は、生涯学習に関する情報を一元化するためのデータベースを構築

する。 

   ① 今年度（３年目）実施事業 

    山形市文化活動と学びのデータベース構築 

     公民館という場や事業の情報だけでなく、公民問わず他の場や、民間の団体・事業者が主催する文化活動や学びの

機会など、広く市民の文化活動や学びに関する情報をデータベース構築し、３月から運用を開始する。 

② 令和６年度実施事業実績 

    外部有識者へのヒアリング 

市民の生涯学習に対する意識や、市民・社会のニーズをとらえた公民館の運営や事業内容に係る課題や今後の方向

性について、外部有識者（中教審 生涯学習分科会委員ほか）へヒアリングを実施した。 

③ 令和７年度実施事業実績 

生涯学習に対する市民ニーズ調査並びにモデル事業 

生涯学習に対する市民ニーズと文化活動・学びの機会の需給マッチングに向けたニーズ調査及びモデル事業を実施

した。 

  ・市民ニーズ調査回答数 1,035件 

  ・社会教育に係るモデル事業  

「親子でいどめ！防災スタンプラリー」会場：霞城公民館 参加者28名（対象：親子） 

「ＶＲＣを活用したリアル×デジタル×交流」会場：中央公民館 参加者11名（対象：18～30才代） 

 

青 少 年                 （社会教育青少年課） 

 

１ 青少年健全育成 

⑴ 青少年問題協議会 

青少年問題の協議機関として、昭和34年設置。青少年の指導・育成・保護及び矯正に関する施策についての調査審議、

関係行政機関相互の連絡調整を行い、市長及び市区域内の関係行政機関に対して意見を述べる市の附属機関。 

委員 27人 

⑵ 青少年育成推進員 

地域における青少年の健全育成運動を組織的、継続的に実践するため、各地区１～２名計59人を教育委員会が委嘱する。 

⑶ 地区青少年健全育成連絡協議会等の活動奨励 

地区内の青少年関係機関、団体及び有志者で組織する青少年健全育成連絡協議会等に対し、活動奨励金を交付し、地域

ぐるみによる青少年健全育成活動を促進する。 

34地区 １地区 65,000円 

⑷ 青少年健全育成講演会 

   これからの社会を担う青少年の健全育成を推進するため、広く青少年に関わる人々に青少年問題への関心・理解・連携

強化・意識高揚を図るために開催する。「子ども・若者育成支援推進強調月間」にあわせて隔年で開催している。 

⑸ 青少年育成団体への支援 

青少年の健全育成を目指して自主的活動を行う青少年育成団体等を支援する。（５団体） 

⑹ 「やまがたの青少年」の発行 

   青少年施策の総合的な推進を図るための資料として、青少年施策と関係施策をまとめた冊子「やまがたの青少年」を発

行するとともに、本市の公式ホームページに公開する。 

⑺ 「大人が変われば子どもも変わる」県民運動、“いじめ・非行をなくそう”やまがた県民運動への取り組み 

関係団体等とともに、この運動を推進する。 

⑻  子ども・若者育成支援機関等との連携・協力 

ニート、ひきこもりなどの困難を抱える子ども・若者を支援するために県で設置した「若者相談支援拠点」（山形市内 

３カ所）と連携・協力しながら啓発に努める。 

⑼ 青少年を取り巻く環境の浄化 

関係行政機関及び地域団体等と連携しながら次の施策を展開し、青少年にとって有害な環境の浄化に努める。 

① 青少年に有害な図書等の区分陳列及びそれらの自動販売機を設置させない運動の促進 

② 青少年に有害な違法簡易広告物の監視 

⑽ 青少年の適切なインターネット利用環境の整備 

保護者に対し、携帯電話等の適切な利用、「フィルタリング」や「ペアレンタルコントロール」の必要性についての啓発・

普及促進を行う。 

※フィルタリング…有害サイト等へのアクセスを防ぐサービス 

※ペアレンタルコントロール…子どもの発達段階に応じて、保護者がインターネット利用状況を適切に管理すること 

⑾ 子どもの安全・安心対策事業 

   「子どもたちをより多くの目で見守ります」を基本理念として、教育委員会が策定した「子どもの安全・安心対策の基

本方針」に基づき、子どもの登下校時の安全・安心の確保を引き続き推進していく。 

① 子どもの安全・安心対策を組織的に推進 

教育委員会各課で構成する「子ども安全対策会議」のもと、他の部署と連携して推進 

② 子どもたちの安全・安心を地域で見守る体制の充実 

「子ども見守り隊」「子ども110番」の啓発・支援 

③ 緊急情報の迅速な送信 

「子ども安全情報配信システム」、「市ＬＩＮＥ公式アカウント」による不審者情報等の配信 

④ 危険が潜みやすい場所の改善 

公園等の植栽やトイレの適正な維持管理を、地域からの情報に基づき、関係部署に依頼する等により改善に努める。 
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⑶ 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）と地域学校協働活動の一体的推進 

   コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を「一つの取組」として捉え、地域と学校が一体となって子どもたちを   

育む「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」を併せて実現するため、学校運営協議会の設置や

地域学校協働活動推進員の配置を進めるとともに、取組に対する支援を行う。 

   ① 学校運営協議会の設置状況  

     令和４年度：全小中学校（51校）で学校運営協議会を設置完了 

   ② 地域学校協働活動の実施状況 

    ア 推進員の委嘱 

学校運営協議会を設置した学校に、学校と地域の連絡調整を担う地域学校協働活動推進員を配置。 

令和７年度：38名に委嘱し41校に配置 

    イ 主な取組 

      社会科や生活科、総合的な学習の時間（産業、自然、歴史、民俗芸能、環境など）の学習における地域住民によ 

る授業補助 

・読み聞かせ 

・登下校の見守り など 

③ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進に向けた取組 

  ・教職員を対象とした「地域とともにある学校づくり研修会」の開催 

  ・地域学校協働活動推進員及び学校運営協議会委員を対象とした「学校を核とした地域づくり研修会」の開催 

  ・教職員や地域住民等を対象にした出前講座の実施（Ｒ７年度７回） 

  ・各学校の取組みの視察・取材の実施と、社教ニュース「ときたまご」による情報提供 

  ・地域学校協働活動推進員情報交換会の実施 

  ・地域学校協働活動推進員委嘱時の推進員に対する活動内容説明 

  ・山形市ホームページへの概要掲載 など 

 ⑷ 文化活動と学びのプラットフォーム形成事業（令和６～８年度） 

   市民の文化活動の活性化と産業を学ぶ機会の創出のため、文化活動の場や時代の潮流を捉えた学びの場として活用され

ている公民館において、市民や社会のニーズを捉えた運営や事業内容等の検討を行う。また、市民の文化活動や学びの活

性化を図るため、公民館の主催事業だけでなく、民間主催の文化活動や講座に関する情報をデータベース化し情報を発信

することで、文化活動や学びを求める人が情報を得やすくなり、自己のニーズに応じた活動や講座にアクセスしやすい環

境を整備する。なお、当該事業については３カ年で実施することとし、令和６年度に有識者からの意見聴取、令和７年度

に市民ニーズ調査とモデルを実施した。そして今年度は、生涯学習に関する情報を一元化するためのデータベースを構築

する。 

   ① 今年度（３年目）実施事業 

    山形市文化活動と学びのデータベース構築 

     公民館という場や事業の情報だけでなく、公民問わず他の場や、民間の団体・事業者が主催する文化活動や学びの

機会など、広く市民の文化活動や学びに関する情報をデータベース構築し、３月から運用を開始する。 

② 令和６年度実施事業実績 

    外部有識者へのヒアリング 

市民の生涯学習に対する意識や、市民・社会のニーズをとらえた公民館の運営や事業内容に係る課題や今後の方向

性について、外部有識者（中教審 生涯学習分科会委員ほか）へヒアリングを実施した。 

③ 令和７年度実施事業実績 

生涯学習に対する市民ニーズ調査並びにモデル事業 

生涯学習に対する市民ニーズと文化活動・学びの機会の需給マッチングに向けたニーズ調査及びモデル事業を実施

した。 

  ・市民ニーズ調査回答数 1,035件 

  ・社会教育に係るモデル事業  

「親子でいどめ！防災スタンプラリー」会場：霞城公民館 参加者28名（対象：親子） 

「ＶＲＣを活用したリアル×デジタル×交流」会場：中央公民館 参加者11名（対象：18～30才代） 

 

青 少 年                 （社会教育青少年課） 

 

１ 青少年健全育成 

⑴ 青少年問題協議会 

青少年問題の協議機関として、昭和34年設置。青少年の指導・育成・保護及び矯正に関する施策についての調査審議、

関係行政機関相互の連絡調整を行い、市長及び市区域内の関係行政機関に対して意見を述べる市の附属機関。 

委員 27人 

⑵ 青少年育成推進員 

地域における青少年の健全育成運動を組織的、継続的に実践するため、各地区１～２名計59人を教育委員会が委嘱する。 

⑶ 地区青少年健全育成連絡協議会等の活動奨励 

地区内の青少年関係機関、団体及び有志者で組織する青少年健全育成連絡協議会等に対し、活動奨励金を交付し、地域

ぐるみによる青少年健全育成活動を促進する。 

34地区 １地区 65,000円 

⑷ 青少年健全育成講演会 

   これからの社会を担う青少年の健全育成を推進するため、広く青少年に関わる人々に青少年問題への関心・理解・連携

強化・意識高揚を図るために開催する。「子ども・若者育成支援推進強調月間」にあわせて隔年で開催している。 

⑸ 青少年育成団体への支援 

青少年の健全育成を目指して自主的活動を行う青少年育成団体等を支援する。（５団体） 

⑹ 「やまがたの青少年」の発行 

   青少年施策の総合的な推進を図るための資料として、青少年施策と関係施策をまとめた冊子「やまがたの青少年」を発

行するとともに、本市の公式ホームページに公開する。 

⑺ 「大人が変われば子どもも変わる」県民運動、“いじめ・非行をなくそう”やまがた県民運動への取り組み 

関係団体等とともに、この運動を推進する。 

⑻  子ども・若者育成支援機関等との連携・協力 

ニート、ひきこもりなどの困難を抱える子ども・若者を支援するために県で設置した「若者相談支援拠点」（山形市内 

３カ所）と連携・協力しながら啓発に努める。 

⑼ 青少年を取り巻く環境の浄化 

関係行政機関及び地域団体等と連携しながら次の施策を展開し、青少年にとって有害な環境の浄化に努める。 

① 青少年に有害な図書等の区分陳列及びそれらの自動販売機を設置させない運動の促進 

② 青少年に有害な違法簡易広告物の監視 

⑽ 青少年の適切なインターネット利用環境の整備 

保護者に対し、携帯電話等の適切な利用、「フィルタリング」や「ペアレンタルコントロール」の必要性についての啓発・

普及促進を行う。 

※フィルタリング…有害サイト等へのアクセスを防ぐサービス 

※ペアレンタルコントロール…子どもの発達段階に応じて、保護者がインターネット利用状況を適切に管理すること 

⑾ 子どもの安全・安心対策事業 

   「子どもたちをより多くの目で見守ります」を基本理念として、教育委員会が策定した「子どもの安全・安心対策の基

本方針」に基づき、子どもの登下校時の安全・安心の確保を引き続き推進していく。 

① 子どもの安全・安心対策を組織的に推進 

教育委員会各課で構成する「子ども安全対策会議」のもと、他の部署と連携して推進 

② 子どもたちの安全・安心を地域で見守る体制の充実 

「子ども見守り隊」「子ども110番」の啓発・支援 

③ 緊急情報の迅速な送信 

「子ども安全情報配信システム」、「市ＬＩＮＥ公式アカウント」による不審者情報等の配信 

④ 危険が潜みやすい場所の改善 

公園等の植栽やトイレの適正な維持管理を、地域からの情報に基づき、関係部署に依頼する等により改善に努める。 
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２ 青少年指導センター 

⑴ 所 在 地         山形市旅篭町二丁目３番25号（社会教育青少年課内） 

⑵ 職     員  所長１（兼務） 副所長１（兼務） 所員３（兼務） 専門指導員（会計年度任用職員）２ 

⑶ 運営協議会委員  17人 

⑷ 指 導 委 員         873人（令和８年６月１日現在） 

⑸ 設置経過並びに活動 

戦後の少年非行数の推移は、昭和26年が第一のピーク、昭和39年が第二のピーク、昭和58年が第三のピーク、平成10年

が第四のピークといわれており、青少年指導センターは第二のピークに対処するため設置された経緯がある。 

青少年指導センターでは、指導委員による繁華街等の街頭指導活動を、平日、午前（10時から12時）、午後（14時30分

から16時30分）、夕刻（16時から18時）、夜間（18時から20時）の４つの時間帯のいずれかで実施している。 

また、大型店舗の郊外進出により、市中心部からも青少年が流入しており、平成23年度からは通常の街頭指導のなかに

嶋地区や吉原地区を組み入れて実施している。令和３年10月からは青色防犯パトロール車を導入し、広範囲での見守り、

声がけを行っている。 

学校の長期休業期間については、学校教職員を中心とした街頭指導を行い、併せて、各地域における街頭指導を促進し

ている。地区のお祭りや花火大会等でも同様に、各地域における街頭指導を促進し、ぐ犯・不良行為少年の早期発見・早

期指導を効果的に行っている。 

少年相談については、平日の午後１時から５時（祝日・年末年始は除く）に実施している。電話及びメールによる相談

を中心に、面談相談も行い、少年非行の防止と健全育成活動を展開している。また、相談員の研修を実施し、資質の向上

を図っている。 

⑹ 街 頭 指 導 状 況       （令和７年４月１日～令和８年３月31日） 

①  実施日数及び従事指導委員人数 

延べ日数  376日 

延べ人数  1,817人 

② 街頭で注意・声がけした青少年の人数 

声がけ人数 15,305人（小学生：5,868人、中学生：3,915人、高校生：5,081人、ほか：441人） 

注意・指導人数 ３人 

⑺ 少 年 相 談 状 況（令和７年４月１日～令和８年３月31日） 

①  相談員  ８人 

② 総件数  94件 

③ 件数内訳  

身体・性     55件 

学校生活・進路  25件 

家庭のこと     ５件 

その他        ９件 

 

 

 

少 年 自 然 の 家 
 

１ 位    置 

  山形県東村山郡山辺町大字畑谷字板橋3725番地 

 

２ 環    境 

 村山平野を一望できる荒沼湖畔の高台に位置し、山形市の中心部から西へ約18kmのところにある。 

 当地域は、県政100年を記念して造成された「県民の森」の中に包含されている。地理的には、大沼、荒沼など大小13の

湖沼が点在する丘陵状の地形及び白鷹山や東黒森山を中心とする山岳地帯からなり、標高450mから994mの間にあり起伏に富

んでいる。 

 近くには、「東黒森山」のアカマツ自然群落、「びわ沼」の高層湿原植物、「曲沼」の水生植物等の貴重な群落がある。さ

らに、野鳥、昆虫類、両生類等の動物相も多く、自然学習に恵まれた環境にある。 

 

３ 教 育 目 標 

山形市少年自然の家は、「山形市教育大綱」及び「山形市教育振興基本計画」に基づき、豊かな自然の中での集団宿泊生活

や野外活動を通し、児童生徒及び幼児の心身ともに健全で豊かな人間性の育成を目指します。 

また、広く市民を対象に「自然と人間の共生」をテーマとし、生涯学習の場として、市民が利用しやすい施設運営を行な

います。 

⑴ 価値ある豊かな体験活動の充実 

⑵ 市内小中学生を対象とした自然体験活動を通して生きる力を育む自主事業の実施 

⑶ 広く市民が「自然と人間の共生」について学ぶ環境整備の推進 

 

４ 事 業        

⑴ 動植物、地質、天体等の自然観察、自然愛護その他自然に親しむ事業 

⑵ 登山、キャンプ、ハイキング、オリエンテーリング、フィールドアスレチック、プロジェクトアドベンチャー、ラング

ラウフスキー、その他野外活動事業 

⑶ 自然の中での集団宿泊生活と創造的文化活動の事業 

⑷ 少年団体指導者の研修事業 

⑸ その他少年の健全育成に関する事業 

⑹ 老朽化した施設・設備の計画的改修事業 

 

５ 使 用 の 方 法 

⑴ 使 用 者 

① 義務教育諸学校の児童生徒及び幼児並びにその指導者及び保護者 

② 教育委員会が適当と認める者 

野外活動センターについては、①②に掲げる者以外のものであっても使用することができる。 

⑵ 休 業 日 

① 祝日及び年末年始、月曜日（第三日曜日の翌日を除く）、第三日曜日とその前日 

② その他教育委員会が認めるとき 

⑶ 使 用 経 費      

① 食費 朝食480円、昼食520円、夕食660円 

② シーツ等クリーニング料 220円（本館及びキャンプ場宿泊それぞれ） 

③ その他雑費 実費 

 

６ 施 設 概 要 

⑴ 本   館 

① 敷 地 面 積         78,516.15㎡ 

② 建 築 面 積       延べ 3,822.05㎡ 

管理研修棟     1,959.55㎡  宿 泊 棟  988.08㎡ 

体 育 室 棟             587㎡  そ の 他  287.42㎡ 

③ 主 な 施 設      

管 理 棟       天体観測室（20㎝・屈折赤道儀天体望遠鏡）、プラネタリウム室、視聴覚室、学習室、資料展示室、 

       研修室、会議室、保健室、事務室、応接室、浴室、食堂等 

宿 泊 棟       洋式二段ベッド（収容能力 216名）、和室⑵、指導員室⑵、談話室⑵ 

体 育 棟       体育室（500㎡）、体育用具室、スキー乾燥室、放送室、工作室 

そ の 他  野外炊飯場、営火場 

④ 開所年月日  昭和54年７月20日 
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２ 青少年指導センター 

⑴ 所 在 地         山形市旅篭町二丁目３番25号（社会教育青少年課内） 

⑵ 職     員  所長１（兼務） 副所長１（兼務） 所員３（兼務） 専門指導員（会計年度任用職員）２ 

⑶ 運営協議会委員  17人 

⑷ 指 導 委 員         873人（令和８年６月１日現在） 

⑸ 設置経過並びに活動 

戦後の少年非行数の推移は、昭和26年が第一のピーク、昭和39年が第二のピーク、昭和58年が第三のピーク、平成10年

が第四のピークといわれており、青少年指導センターは第二のピークに対処するため設置された経緯がある。 

青少年指導センターでは、指導委員による繁華街等の街頭指導活動を、平日、午前（10時から12時）、午後（14時30分

から16時30分）、夕刻（16時から18時）、夜間（18時から20時）の４つの時間帯のいずれかで実施している。 

また、大型店舗の郊外進出により、市中心部からも青少年が流入しており、平成23年度からは通常の街頭指導のなかに

嶋地区や吉原地区を組み入れて実施している。令和３年10月からは青色防犯パトロール車を導入し、広範囲での見守り、

声がけを行っている。 

学校の長期休業期間については、学校教職員を中心とした街頭指導を行い、併せて、各地域における街頭指導を促進し

ている。地区のお祭りや花火大会等でも同様に、各地域における街頭指導を促進し、ぐ犯・不良行為少年の早期発見・早

期指導を効果的に行っている。 

少年相談については、平日の午後１時から５時（祝日・年末年始は除く）に実施している。電話及びメールによる相談

を中心に、面談相談も行い、少年非行の防止と健全育成活動を展開している。また、相談員の研修を実施し、資質の向上

を図っている。 

⑹ 街 頭 指 導 状 況       （令和７年４月１日～令和８年３月31日） 

①  実施日数及び従事指導委員人数 

延べ日数  376日 

延べ人数  1,817人 

② 街頭で注意・声がけした青少年の人数 

声がけ人数 15,305人（小学生：5,868人、中学生：3,915人、高校生：5,081人、ほか：441人） 

注意・指導人数 ３人 

⑺ 少 年 相 談 状 況（令和７年４月１日～令和８年３月31日） 

①  相談員  ８人 

② 総件数  94件 

③ 件数内訳  

身体・性     55件 

学校生活・進路  25件 

家庭のこと     ５件 

その他        ９件 

 

 

 

少 年 自 然 の 家 
 

１ 位    置 

  山形県東村山郡山辺町大字畑谷字板橋3725番地 

 

２ 環    境 

 村山平野を一望できる荒沼湖畔の高台に位置し、山形市の中心部から西へ約18kmのところにある。 

 当地域は、県政100年を記念して造成された「県民の森」の中に包含されている。地理的には、大沼、荒沼など大小13の

湖沼が点在する丘陵状の地形及び白鷹山や東黒森山を中心とする山岳地帯からなり、標高450mから994mの間にあり起伏に富

んでいる。 

 近くには、「東黒森山」のアカマツ自然群落、「びわ沼」の高層湿原植物、「曲沼」の水生植物等の貴重な群落がある。さ

らに、野鳥、昆虫類、両生類等の動物相も多く、自然学習に恵まれた環境にある。 

 

３ 教 育 目 標 

山形市少年自然の家は、「山形市教育大綱」及び「山形市教育振興基本計画」に基づき、豊かな自然の中での集団宿泊生活

や野外活動を通し、児童生徒及び幼児の心身ともに健全で豊かな人間性の育成を目指します。 

また、広く市民を対象に「自然と人間の共生」をテーマとし、生涯学習の場として、市民が利用しやすい施設運営を行な

います。 

⑴ 価値ある豊かな体験活動の充実 

⑵ 市内小中学生を対象とした自然体験活動を通して生きる力を育む自主事業の実施 

⑶ 広く市民が「自然と人間の共生」について学ぶ環境整備の推進 

 

４ 事 業        

⑴ 動植物、地質、天体等の自然観察、自然愛護その他自然に親しむ事業 

⑵ 登山、キャンプ、ハイキング、オリエンテーリング、フィールドアスレチック、プロジェクトアドベンチャー、ラング

ラウフスキー、その他野外活動事業 

⑶ 自然の中での集団宿泊生活と創造的文化活動の事業 

⑷ 少年団体指導者の研修事業 

⑸ その他少年の健全育成に関する事業 

⑹ 老朽化した施設・設備の計画的改修事業 

 

５ 使 用 の 方 法 

⑴ 使 用 者 

① 義務教育諸学校の児童生徒及び幼児並びにその指導者及び保護者 

② 教育委員会が適当と認める者 

野外活動センターについては、①②に掲げる者以外のものであっても使用することができる。 

⑵ 休 業 日 

① 祝日及び年末年始、月曜日（第三日曜日の翌日を除く）、第三日曜日とその前日 

② その他教育委員会が認めるとき 

⑶ 使 用 経 費      

① 食費 朝食480円、昼食520円、夕食660円 

② シーツ等クリーニング料 220円（本館及びキャンプ場宿泊それぞれ） 

③ その他雑費 実費 

 

６ 施 設 概 要 

⑴ 本   館 

① 敷 地 面 積         78,516.15㎡ 

② 建 築 面 積       延べ 3,822.05㎡ 

管理研修棟     1,959.55㎡  宿 泊 棟  988.08㎡ 

体 育 室 棟             587㎡  そ の 他  287.42㎡ 

③ 主 な 施 設      

管 理 棟       天体観測室（20㎝・屈折赤道儀天体望遠鏡）、プラネタリウム室、視聴覚室、学習室、資料展示室、 

       研修室、会議室、保健室、事務室、応接室、浴室、食堂等 

宿 泊 棟       洋式二段ベッド（収容能力 216名）、和室⑵、指導員室⑵、談話室⑵ 

体 育 棟       体育室（500㎡）、体育用具室、スキー乾燥室、放送室、工作室 

そ の 他  野外炊飯場、営火場 

④ 開所年月日  昭和54年７月20日 
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⑵ 生活体験の家 

① 建 築 面 積       延べ335.85㎡ 

② 主 な 部 屋       上段の間８畳、二の間６畳、中の間８畳、納戸10畳、茶の間18畳、土間、道具置場、水飲み場、便所、

物置 

⑶ キャンプ場（荒沼） 

①  敷 地 面 積           21,948.62㎡ 

②  建 築 面 積       延べ    243.49㎡ 

バンガロー  ５棟 延べ 94.86㎡ 

常設テント  40張 延べ148.63㎡（収容能力 160名） 

③ 主 な 施 設       イベントテント、炊事場、営火場、管理棟、バイオマストイレ 

⑷ 総事業費（本館工事分） 882,097千円 

財源内訳 

① 国庫補助金        130,000千円 

② 起債（年金積立還元融資） 298,000千円 

③ 一般財源         454,097千円 

⑸ 生活体験の家建設事業費 30,855千円 

⑹ 厨房食堂増築事業費（建築面積198.55㎡） 58,348千円 

⑺ 椿山 22,782.98㎡ 

 

７ 野外活動センターの概要 

 豊かな自然環境の中での体験活動を通し、心身ともに健全な少年を育むとともに、市民へ生涯学習の場と機会を提供する

場として、平成８年４月20日にオープンした。 

 

施 設 名         規  模 機 能 等          （施設の概要） 

大駐車場 

野外ステージ 

 

見晴らし台 

虫の広場 

眺望の砦 

サービスセンター 

 

・ロビー 

・インストラクタールーム 

・ふれあい工房 

・ホール（２階） 

風の洞窟 

あずまや 

運動広場 

 

板橋沼キャンプ場 

 

・屋根付広場 

・キャンプ場管理棟 

いかだハーバー 

スーパースライダー 

ゲレンデ 

・Ｔバーリフト 

 

2,810㎡ 

延床面積 410.67㎡ 

 

900㎡ 

高さ 12.7ｍ 

延床面積 1,035.13㎡ 

 

 

150㎡ 

409.7㎡ 

20ｍ 

60.75㎡ 

10,800㎡ 

 

67,000㎡ 

 

199.5㎡ 

216.50㎡ 

 

100ｍ 

16,000㎡ 

 

 

第１駐車場 普通車 53台 第２駐車場 大型バス 10台 

音楽・演劇等の練習・発表・創作活動 75人編成ブラスバンド演奏可 

（ステージ面積185.95㎡） 

山形市街地、蔵王連峰の展望・休憩 

昆虫観察 

樹冠からの展望 

野外活動センターの核となる施設 

 

植物、昆虫標本、水中生物の展示 

受付、情報提供、援助、指導、案内 

クラフト、活動プログラム計画、学習、休憩 

集団活動、クラフト、学習、ゲーム、休憩 

化石のトンネル 

 

スポーツ・ゲーム等、集団での各種活動 

直径約100ｍ、芝生張、サッカーゴール１組 

テントサイト86床250人収容、炊飯棟５棟50釜、営火場 

（備品としてドーム型テント55張、設営・撤収は利用者） 

雨天時の避難、休憩、活動、遊び 

シャワー、キャンプ用品貸出と収受、キャンプ生活の援助指導 

荒沼湖面での、いかだアドベンチャーの発着場 

フィールドアスレチックの一施設 

アルペンスキー、そり滑り、チューブ滑り、ラングラウフスキー 

スキー用リフト（無料） 

 

 

 

 

 

事業費 1,770,349千円 

① 事業用地 219,506千円 

213,349.76㎡（内借地 66,905㎡） 

② 施設設備 

ア 土木関係 575,464千円 

野の花の丘、風の詩の丘、花の谷、運動広場、キャンプ場（板橋沼）、自然観察林、自然観察路他 

イ 建築関係 888,514千円 

サービスセンター、野外ステージ、屋根付広場、キャンプ場管理棟、トイレ棟、炊飯棟、浄化槽他 

ウ 基本設計、備品等 86,865千円 

 

８ 令和７年度山形市少年自然の家月別利用状況 

⑴  開所日数 282日（本館）  114日（キャンプ場） 

⑵  月別利用者延べ人数（令和７年度末実績） 

団体 
月 小学校 中学校 子供会 主催事業 その他 合計 

４ 0 32 0 38 1,064 1,134 

５ 735 2,379 280 233 327 3,954 

６ 4,032 0 24 252 457 4,765 

７ 2,132 9 38 334 812 3,325 

８ 0 0 189 438 994 1,621 

９ 1,852 0 58 444 411 2,765 

10 1,247 20 630 37 307 2,241 

11 0 0 0 178 306 484 

12 0 0 0 173 244 417 

１ 2,849 0 0 311 2,441 5,601 

２ 2,033 0 94 62 2,578 4,767 

３ 0 0 148 0 440 588 

合  計 14,880 2,440 1,461 2,500 10,381 31,662 
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⑵ 生活体験の家 

① 建 築 面 積       延べ335.85㎡ 

② 主 な 部 屋       上段の間８畳、二の間６畳、中の間８畳、納戸10畳、茶の間18畳、土間、道具置場、水飲み場、便所、

物置 

⑶ キャンプ場（荒沼） 

①  敷 地 面 積           21,948.62㎡ 

②  建 築 面 積       延べ    243.49㎡ 

バンガロー  ５棟 延べ 94.86㎡ 

常設テント  40張 延べ148.63㎡（収容能力 160名） 

③ 主 な 施 設       イベントテント、炊事場、営火場、管理棟、バイオマストイレ 

⑷ 総事業費（本館工事分） 882,097千円 

財源内訳 

① 国庫補助金        130,000千円 

② 起債（年金積立還元融資） 298,000千円 

③ 一般財源         454,097千円 

⑸ 生活体験の家建設事業費 30,855千円 

⑹ 厨房食堂増築事業費（建築面積198.55㎡） 58,348千円 

⑺ 椿山 22,782.98㎡ 

 

７ 野外活動センターの概要 

 豊かな自然環境の中での体験活動を通し、心身ともに健全な少年を育むとともに、市民へ生涯学習の場と機会を提供する

場として、平成８年４月20日にオープンした。 

 

施 設 名         規  模 機 能 等          （施設の概要） 

大駐車場 

野外ステージ 

 

見晴らし台 

虫の広場 

眺望の砦 

サービスセンター 

 

・ロビー 

・インストラクタールーム 

・ふれあい工房 

・ホール（２階） 

風の洞窟 

あずまや 

運動広場 

 

板橋沼キャンプ場 

 

・屋根付広場 

・キャンプ場管理棟 

いかだハーバー 

スーパースライダー 

ゲレンデ 

・Ｔバーリフト 

 

2,810㎡ 

延床面積 410.67㎡ 

 

900㎡ 

高さ 12.7ｍ 

延床面積 1,035.13㎡ 

 

 

150㎡ 

409.7㎡ 

20ｍ 

60.75㎡ 

10,800㎡ 

 

67,000㎡ 

 

199.5㎡ 

216.50㎡ 

 

100ｍ 

16,000㎡ 

 

 

第１駐車場 普通車 53台 第２駐車場 大型バス 10台 

音楽・演劇等の練習・発表・創作活動 75人編成ブラスバンド演奏可 

（ステージ面積185.95㎡） 

山形市街地、蔵王連峰の展望・休憩 

昆虫観察 

樹冠からの展望 

野外活動センターの核となる施設 

 

植物、昆虫標本、水中生物の展示 

受付、情報提供、援助、指導、案内 

クラフト、活動プログラム計画、学習、休憩 

集団活動、クラフト、学習、ゲーム、休憩 

化石のトンネル 

 

スポーツ・ゲーム等、集団での各種活動 

直径約100ｍ、芝生張、サッカーゴール１組 

テントサイト86床250人収容、炊飯棟５棟50釜、営火場 

（備品としてドーム型テント55張、設営・撤収は利用者） 

雨天時の避難、休憩、活動、遊び 

シャワー、キャンプ用品貸出と収受、キャンプ生活の援助指導 

荒沼湖面での、いかだアドベンチャーの発着場 

フィールドアスレチックの一施設 

アルペンスキー、そり滑り、チューブ滑り、ラングラウフスキー 

スキー用リフト（無料） 

 

 

 

 

 

事業費 1,770,349千円 

① 事業用地 219,506千円 

213,349.76㎡（内借地 66,905㎡） 

② 施設設備 

ア 土木関係 575,464千円 

野の花の丘、風の詩の丘、花の谷、運動広場、キャンプ場（板橋沼）、自然観察林、自然観察路他 

イ 建築関係 888,514千円 

サービスセンター、野外ステージ、屋根付広場、キャンプ場管理棟、トイレ棟、炊飯棟、浄化槽他 

ウ 基本設計、備品等 86,865千円 

 

８ 令和７年度山形市少年自然の家月別利用状況 

⑴  開所日数 282日（本館）  114日（キャンプ場） 

⑵  月別利用者延べ人数（令和７年度末実績） 

団体 
月 小学校 中学校 子供会 主催事業 その他 合計 

４ 0 32 0 38 1,064 1,134 

５ 735 2,379 280 233 327 3,954 

６ 4,032 0 24 252 457 4,765 

７ 2,132 9 38 334 812 3,325 

８ 0 0 189 438 994 1,621 

９ 1,852 0 58 444 411 2,765 

10 1,247 20 630 37 307 2,241 

11 0 0 0 178 306 484 

12 0 0 0 173 244 417 

１ 2,849 0 0 311 2,441 5,601 

２ 2,033 0 94 62 2,578 4,767 

３ 0 0 148 0 440 588 

合  計 14,880 2,440 1,461 2,500 10,381 31,662 
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図 書 館                  

 

１ 開 館 年 月 日          昭和54年７月１日 

 

２ 所 在 地          山形市小荷駄町７番12号 

 

３ 施 設 の 概 要        

敷地面積  4,100㎡（1,240.0坪） 

構  造  鉄筋コンクリート造 地上２階 地下１階 

建物面積  延べ 3,150.08㎡（952.8坪） 

地階  773.09㎡（233.8坪） 

閉架書庫、ＢＭ書庫、ＢＭ作業室、機械室、電気室 他 

１階 1,520.66㎡（459.9坪） 

一般開架室、児童開架室、郷土閉架室、参考資料室 

印刷室、事務室、男女更衣室 他 

２階 815.38㎡（246.8坪） 

学習室、集会室、講座室２、映写室、軽読書コーナー、展示ホール、倉庫 他 

ＥＶ塔 40.95㎡（12.3坪） 

建 設 費      564,450千円 

蔵書能力  20万冊（本館） 

一般開架室、児童開架室、参考資料室、郷土閉架室 10万冊 

地階閉架書庫、ＢＭ書庫             10万冊 

 

４ 蔵 書 計 画        

山形市立図書館資料収集方針に基づき、市民のニーズや社会情勢に即した年間１万５千冊程度の図書を購入する。 

 

５ 図書館サービス網 

〈本館〉        〈分館（４）〉                      〈本のひろば〉 

昭54：開館       昭55（２）：開館（中央、東部）       令５：開設（山形駅東西自由通路内） 

昭56（１）：開館（北部）         令６：開設（＠市役所） 

昭61（１）：開館（霞城） 

 

６ 図 書 館 資 料        

⑴  資料受入冊数    

区分 

年度 

図      書 
雑  誌 紙芝居 郷土資料 その他 受入総数 

一 般 書     児 童 書     計 

令和７年度 6,965 3,908 10,873 2,609 54 692  502 14,730 

 

⑵  蔵 書 冊 数                       （令和８年４月１日現在） 

一 般 書      児 童 書      雑誌・紙芝居等 計 

213,752 97,143 94,588 405,483 

 

 

 

 

 

 

 

７ 図書館利用状況 

⑴  登録者数           （単位：人） 

令 和 7 年 度 登 録 者 数 1,965 

登 録 者 数 合 計 28,281 

 

⑵  各館別の利用（貸出者数、貸出冊数）     （令和７年４月～令和８年３月） 

館   名 貸 出 者 数       貸 出 冊 数       
一 日 平 均       

貸出者数 貸出冊数 

本   館 126,756 574,868 440.1 1,996.1 

分館（４カ所） 59,648 216,272 － － 

合   計 186,404 791,140 － － 

 

⑶  指標（令和８年４月１日現在） 

 
791,140冊 

①  人口１人当たり貸出冊数         ＝ 3.3冊 

236,212人 

 
28,281人 

②  登 録 率                    ＝12.0％ 

236,212人 

 
791,140冊 

③  登録者１人当たり貸出冊数                    ＝ 28.0冊 

28,281人 

 
791,140冊 

④  蔵 書 回 転 率                    ＝ 2.0回 

405,483冊 

 
405,483冊 

⑤  人口１人当たり蔵書冊数         ＝ 1.7冊 

236,212人 

 
19,999,976円 

⑥  人口１人当たり図書購入費         ＝ 85円 

236,212人 

 

⑷  レファレンス（調査相談）（令和７年４月～令和８年３月） 

一  般 児  童 計(件数) 

 187 18 205 

 

⑸  コピーサービス（令和７年４月～令和８年３月） 

件 数 枚 数 
１ 日 平 均       

件  数 枚  数 

398  2,223 1.4  7.7 

 

⑹  国立国会図書館図書館向けデジタル化資料送信サービス（令和７年４月～令和８年３月） 

区 分 件 数 複写枚数 

閲 覧 4 － 

うち複写 1 2 
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図 書 館                  

 

１ 開 館 年 月 日          昭和54年７月１日 

 

２ 所 在 地          山形市小荷駄町７番12号 

 

３ 施 設 の 概 要        

敷地面積  4,100㎡（1,240.0坪） 

構  造  鉄筋コンクリート造 地上２階 地下１階 

建物面積  延べ 3,150.08㎡（952.8坪） 

地階  773.09㎡（233.8坪） 

閉架書庫、ＢＭ書庫、ＢＭ作業室、機械室、電気室 他 

１階 1,520.66㎡（459.9坪） 

一般開架室、児童開架室、郷土閉架室、参考資料室 

印刷室、事務室、男女更衣室 他 

２階 815.38㎡（246.8坪） 

学習室、集会室、講座室２、映写室、軽読書コーナー、展示ホール、倉庫 他 

ＥＶ塔 40.95㎡（12.3坪） 

建 設 費      564,450千円 

蔵書能力  20万冊（本館） 

一般開架室、児童開架室、参考資料室、郷土閉架室 10万冊 

地階閉架書庫、ＢＭ書庫             10万冊 

 

４ 蔵 書 計 画        

山形市立図書館資料収集方針に基づき、市民のニーズや社会情勢に即した年間１万５千冊程度の図書を購入する。 

 

５ 図書館サービス網 

〈本館〉        〈分館（４）〉                      〈本のひろば〉 

昭54：開館       昭55（２）：開館（中央、東部）       令５：開設（山形駅東西自由通路内） 

昭56（１）：開館（北部）         令６：開設（＠市役所） 

昭61（１）：開館（霞城） 

 

６ 図 書 館 資 料        

⑴  資料受入冊数    

区分 

年度 

図      書 
雑  誌 紙芝居 郷土資料 その他 受入総数 

一 般 書     児 童 書     計 

令和７年度 6,965 3,908 10,873 2,609 54 692  502 14,730 

 

⑵  蔵 書 冊 数                       （令和８年４月１日現在） 

一 般 書      児 童 書      雑誌・紙芝居等 計 

213,752 97,143 94,588 405,483 

 

 

 

 

 

 

 

７ 図書館利用状況 

⑴  登録者数           （単位：人） 

令 和 7 年 度 登 録 者 数 1,965 

登 録 者 数 合 計 28,281 

 

⑵  各館別の利用（貸出者数、貸出冊数）     （令和７年４月～令和８年３月） 

館   名 貸 出 者 数       貸 出 冊 数       
一 日 平 均       

貸出者数 貸出冊数 

本   館 126,756 574,868 440.1 1,996.1 

分館（４カ所） 59,648 216,272 － － 

合   計 186,404 791,140 － － 

 

⑶  指標（令和８年４月１日現在） 

 
791,140冊 

①  人口１人当たり貸出冊数         ＝ 3.3冊 

236,212人 

 
28,281人 

②  登 録 率                    ＝12.0％ 

236,212人 

 
791,140冊 

③  登録者１人当たり貸出冊数                    ＝ 28.0冊 

28,281人 

 
791,140冊 

④  蔵 書 回 転 率                    ＝ 2.0回 

405,483冊 

 
405,483冊 

⑤  人口１人当たり蔵書冊数         ＝ 1.7冊 

236,212人 

 
19,999,976円 

⑥  人口１人当たり図書購入費         ＝ 85円 

236,212人 

 

⑷  レファレンス（調査相談）（令和７年４月～令和８年３月） 

一  般 児  童 計(件数) 

 187 18 205 

 

⑸  コピーサービス（令和７年４月～令和８年３月） 

件 数 枚 数 
１ 日 平 均       

件  数 枚  数 

398  2,223 1.4  7.7 

 

⑹  国立国会図書館図書館向けデジタル化資料送信サービス（令和７年４月～令和８年３月） 

区 分 件 数 複写枚数 

閲 覧 4 － 

うち複写 1 2 
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学 校 給 食（学校給食センター・栄養管理室） 
 

学校給食は、心身の成長期にある児童・生徒にとって、健康の増進と体位の向上に資するものであり、豊かな人間性の形

成にも重要な役割を担っている。 
  学校給食センターでは、山形市教育大綱及び山形市教育振興基本計画に掲げる基本理念及び基本方針に基づき、調理業務

等については、受託会社である株式会社新山形学校給食サービスと連携し、徹底した衛生管理のもと、｢安全でおいしく栄養

バランスのとれた楽しい給食｣の提供に努め、学校給食用米飯提供については、山形連携中枢都市圏の８市町による連携事業

として建設した山形広域炊飯施設において、全自動炊飯システムの導入による安全・安心かつ安定的な米飯の提供に務めて

いる。 

  また、地場産農産物の積極的な使用や郷土料理の導入を促進しながら、学校給食を｢生きた教材｣として食育等に活用し、

栄養指導や試食会等をとおして、食の重要性についての理解を促すことにも力を入れている。さらに、食物アレルギー対応

食の実施や、廃棄物のリサイクルについても取り組んでいる。 

  さらに、学校給食費未納対策について、学校と連携し取り組んでいる。 

 

１ 所 在 地         山形市大字沼木字下河原1139番地19 

２ 敷 地         34,160.08㎡ 

３ 建 物          9,155.59㎡（学校給食センター） 

1,218.05㎡（山形広域炊飯施設） 

４ 学校数及び給食数（センター対象校）          （令和８年５月１日現在） 

区   分 学 校 数     学 級 数     児童生徒数 職 員 数     計 

小 学 校 36 533 10,253 872 11,125 

中 学 校 15 232 5,613 486 6,099 

学校給食センター － － － 178 178 

計 51 765 15,866 1,536 17,402 
 

５ 給食費の推移（１食当たりの保護者負担額）                            （単位：円） 

年度 

校種 
昭50 昭51 昭52 

昭53 
～昭54 昭55 昭56 

昭57 
～平１ 

平２ 
～平３ 

平４ 
～平８ 

平９ 
～平10 

平11 
～平26 

平27 
～令７ 

小 学 校 135 150 160 170 194 200 203 210 240 245 255 265 

中 学 校 165 180 194 207 236 240 245 250 280 285 295 305 

                                     ※平成27年度より、一般会計に計上 

６ 運 営 費        

年度 
区分 

令２ 令３ 令４ 令５ 令６ 令７ 令和７年度 
１食当たり 

運営費 食     数 (食) 3,297,111 3,414,510 3,359,493 3,317,642 3,262,794 3,189,206 

総 経 費 (千円) 1,112,209 1,104,612 1,080,105 1,110,083 879,480 915,103 287円 

内 

訳 

人件費   (千円) 89,055 95,032 99,690 104,748 112,465 105,240  

委託料    (千円) 731,566 727,490 708,406 738,102 754,507 795,473  

公有財産購入費(千円) 269,958 265,033 260,109 255,191 - -  

その他の経費(千円) 21,630 17,057 11,900 12,042 12,508 14,390  

              ※令和５年度でＰＦＩ事業終了により、公有財産購入費は令和５年度までの計上 
                            

７ 具体的な施策  

⑴ 徹底した衛生管理のもと、適切な栄養が摂取できる給食の提供 

衛生管理及び食品安全確認を万全なものとし、バランスの取れた適切な栄養が摂取できる給食を提供する。 

① 施設・設備の衛生管理の徹底 

ＨＡＣＣＰの概念を基本とし、施設・設備の衛生管理に万全を期する。また、調理機器や使用食材の細菌検査を定期

的に行っている。 

② 職員の健康・衛生管理体制の強化 

学校給食業務に従事する職員の健康や衛生状況について、日常のチェックを励行するとともに、冬季にはノロウイル

スも含めた検査を実施する。 

③ 安全かつ良質な食品の確保 

食品について、産地や原料配合等の情報収集を積極的に行う。物資納入時の検収体制を強化し、安全で良質な食材の

使用を図っている。 

 

④ 適切な栄養摂取ができる献立の作成 

 メニューの多様化に努め、｢学校給食摂取基準｣に則した献立を作成する。 

⑵ バイキング給食・年中行事食などを取り入れた、楽しい給食の実施 

 バイキング給食、年中行事食、リクエストメニューなどを取り入れ、学校給食の充実を図っている。 

① バイキング給食の充実 

 食生活の自己管理能力を培うことを目的に高学年を対象としたバイキング給食の充実を図っている。 

  令和７年度  35校 2,339人 

② 行事食等の提供 

日本の食文化や季節を味わえる行事食と、健康や地産地消等に関心が高まる給食の実施に努めている。 

「こどもの日献立」「七夕献立」「七草献立」「ひな祭り献立」「学校給食感謝献立」「卒業祝い献立」 

「ＳＵＫＳＫ献立」「図書給食」「山形市産野菜たっぷり献立」「山形市産いも煮給食」等 

③ リクエストメニューの実施 

 ｢リクエストメニュー｣を実施し、給食に児童・生徒の希望を取り入れている。 

  令和７年度 小学校８回、中学校５回実施 

⑶ 栄養指導等をとおした食育の充実 
   学校給食法の趣旨を踏まえた栄養指導等を実施し、食育の充実を図る。 

① 栄養指導の充実 

学校給食を食育の推進に資する生きた教材ととらえ、各学校で実施する栄養指導をとおして、正しい食事のあり方や、

望ましい食習慣の形成について理解を促している。 

② 試食会による食育活動 

保護者を対象とする試食会や、センターにおける試食会を活用して、学校給食の意義や食の大切さを伝えている。 

③ 情報提供の充実 

学校給食だより等を活用し、食に関する情報提供の充実を図る。 

④ 施設見学や試食希望者を積極的に受け入れ、市民に学校給食の役割や意義についての理解を促している。 

⑤ 給食に提供される農産物の生産者等を取材し作成した動画を学校へオンデマンド配信し、児童生徒が給食時間に視聴

する「食育交流給食」を実施し、農業や食文化への理解を深めるよう努めている。 

⑷ 伝統的な食文化である郷土料理の継承促進 
   食文化継承に資するため、郷土料理の導入に努めている。 

① 地域文化の理解促進のため、献立に郷土料理を導入している。 

令和７年度 小学校32回、中学校28回実施 

② 情報提供の充実 

 学校給食だより等を活用して、郷土料理について情報の提供に努めている。 

⑸ アレルギー対応食の実施とアレルゲンに関する情報提供の充実 
   令和７年度アレルギー対応食の提供状況 

① アレルギー対応食の提供 

 卵、乳、乳製品を除去したアレルギー対応食を提供している。 

                            （令和８年３月末現在） 

 卵 乳 卵・乳 計 

小学校 33 人 15 人 11 人 59 人 

中学校 13 人   3 人 5 人 21 人 

計 46 人 18 人 16 人 80 人 

② アレルゲンに関する情報提供の充実 

学校と連絡調整を図りながら、アレルゲンに関する情報提供の充実を図っている。 

  ③ 食物アレルギー等に関する研修 

    小児科医による研修会を学校教職員対象に年２回実施している。 

⑹ 地場産農産物の積極的な活用 
   市産農産物の使用を拡大し、地産地消の推進を図っている。 

令和７年度 市産野菜・果物・米の使用割合（金額ベース）76％ 

① 地場産農産物に関する情報の収集 

  農政担当課や食材納入業者等から、地場産農産物に関する情報の収集に努めている。 

② 食材の委託栽培実施 

地元の生産団体及び農業団体との協定締結により「キャベツ」「じゃがいも」「にんじん」「だいこん」の委託栽培を実

施している。 
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学 校 給 食（学校給食センター・栄養管理室） 
 

学校給食は、心身の成長期にある児童・生徒にとって、健康の増進と体位の向上に資するものであり、豊かな人間性の形

成にも重要な役割を担っている。 
  学校給食センターでは、山形市教育大綱及び山形市教育振興基本計画に掲げる基本理念及び基本方針に基づき、調理業務

等については、受託会社である株式会社新山形学校給食サービスと連携し、徹底した衛生管理のもと、｢安全でおいしく栄養

バランスのとれた楽しい給食｣の提供に努め、学校給食用米飯提供については、山形連携中枢都市圏の８市町による連携事業

として建設した山形広域炊飯施設において、全自動炊飯システムの導入による安全・安心かつ安定的な米飯の提供に務めて

いる。 

  また、地場産農産物の積極的な使用や郷土料理の導入を促進しながら、学校給食を｢生きた教材｣として食育等に活用し、

栄養指導や試食会等をとおして、食の重要性についての理解を促すことにも力を入れている。さらに、食物アレルギー対応

食の実施や、廃棄物のリサイクルについても取り組んでいる。 

  さらに、学校給食費未納対策について、学校と連携し取り組んでいる。 

 

１ 所 在 地         山形市大字沼木字下河原1139番地19 

２ 敷 地         34,160.08㎡ 

３ 建 物          9,155.59㎡（学校給食センター） 

1,218.05㎡（山形広域炊飯施設） 

４ 学校数及び給食数（センター対象校）          （令和８年５月１日現在） 

区   分 学 校 数     学 級 数     児童生徒数 職 員 数     計 

小 学 校 36 533 10,253 872 11,125 

中 学 校 15 232 5,613 486 6,099 

学校給食センター － － － 178 178 

計 51 765 15,866 1,536 17,402 
 

５ 給食費の推移（１食当たりの保護者負担額）                            （単位：円） 

年度 

校種 
昭50 昭51 昭52 

昭53 
～昭54 昭55 昭56 

昭57 
～平１ 

平２ 
～平３ 

平４ 
～平８ 

平９ 
～平10 

平11 
～平26 

平27 
～令７ 

小 学 校 135 150 160 170 194 200 203 210 240 245 255 265 

中 学 校 165 180 194 207 236 240 245 250 280 285 295 305 

                                     ※平成27年度より、一般会計に計上 

６ 運 営 費        

年度 
区分 

令２ 令３ 令４ 令５ 令６ 令７ 令和７年度 
１食当たり 

運営費 食     数 (食) 3,297,111 3,414,510 3,359,493 3,317,642 3,262,794 3,189,206 

総 経 費 (千円) 1,112,209 1,104,612 1,080,105 1,110,083 879,480 915,103 287円 

内 

訳 

人件費   (千円) 89,055 95,032 99,690 104,748 112,465 105,240  

委託料    (千円) 731,566 727,490 708,406 738,102 754,507 795,473  

公有財産購入費(千円) 269,958 265,033 260,109 255,191 - -  

その他の経費(千円) 21,630 17,057 11,900 12,042 12,508 14,390  

              ※令和５年度でＰＦＩ事業終了により、公有財産購入費は令和５年度までの計上 
                            

７ 具体的な施策  

⑴ 徹底した衛生管理のもと、適切な栄養が摂取できる給食の提供 

衛生管理及び食品安全確認を万全なものとし、バランスの取れた適切な栄養が摂取できる給食を提供する。 

① 施設・設備の衛生管理の徹底 

ＨＡＣＣＰの概念を基本とし、施設・設備の衛生管理に万全を期する。また、調理機器や使用食材の細菌検査を定期

的に行っている。 

② 職員の健康・衛生管理体制の強化 

学校給食業務に従事する職員の健康や衛生状況について、日常のチェックを励行するとともに、冬季にはノロウイル

スも含めた検査を実施する。 

③ 安全かつ良質な食品の確保 

食品について、産地や原料配合等の情報収集を積極的に行う。物資納入時の検収体制を強化し、安全で良質な食材の

使用を図っている。 

 

④ 適切な栄養摂取ができる献立の作成 

 メニューの多様化に努め、｢学校給食摂取基準｣に則した献立を作成する。 

⑵ バイキング給食・年中行事食などを取り入れた、楽しい給食の実施 

 バイキング給食、年中行事食、リクエストメニューなどを取り入れ、学校給食の充実を図っている。 

① バイキング給食の充実 

 食生活の自己管理能力を培うことを目的に高学年を対象としたバイキング給食の充実を図っている。 

  令和７年度  35校 2,339人 

② 行事食等の提供 

日本の食文化や季節を味わえる行事食と、健康や地産地消等に関心が高まる給食の実施に努めている。 

「こどもの日献立」「七夕献立」「七草献立」「ひな祭り献立」「学校給食感謝献立」「卒業祝い献立」 

「ＳＵＫＳＫ献立」「図書給食」「山形市産野菜たっぷり献立」「山形市産いも煮給食」等 

③ リクエストメニューの実施 

 ｢リクエストメニュー｣を実施し、給食に児童・生徒の希望を取り入れている。 

  令和７年度 小学校８回、中学校５回実施 

⑶ 栄養指導等をとおした食育の充実 
   学校給食法の趣旨を踏まえた栄養指導等を実施し、食育の充実を図る。 

① 栄養指導の充実 

学校給食を食育の推進に資する生きた教材ととらえ、各学校で実施する栄養指導をとおして、正しい食事のあり方や、

望ましい食習慣の形成について理解を促している。 

② 試食会による食育活動 

保護者を対象とする試食会や、センターにおける試食会を活用して、学校給食の意義や食の大切さを伝えている。 

③ 情報提供の充実 

学校給食だより等を活用し、食に関する情報提供の充実を図る。 

④ 施設見学や試食希望者を積極的に受け入れ、市民に学校給食の役割や意義についての理解を促している。 

⑤ 給食に提供される農産物の生産者等を取材し作成した動画を学校へオンデマンド配信し、児童生徒が給食時間に視聴

する「食育交流給食」を実施し、農業や食文化への理解を深めるよう努めている。 

⑷ 伝統的な食文化である郷土料理の継承促進 
   食文化継承に資するため、郷土料理の導入に努めている。 

① 地域文化の理解促進のため、献立に郷土料理を導入している。 

令和７年度 小学校32回、中学校28回実施 

② 情報提供の充実 

 学校給食だより等を活用して、郷土料理について情報の提供に努めている。 

⑸ アレルギー対応食の実施とアレルゲンに関する情報提供の充実 
   令和７年度アレルギー対応食の提供状況 

① アレルギー対応食の提供 

 卵、乳、乳製品を除去したアレルギー対応食を提供している。 

                            （令和８年３月末現在） 

 卵 乳 卵・乳 計 

小学校 33 人 15 人 11 人 59 人 

中学校 13 人   3 人 5 人 21 人 

計 46 人 18 人 16 人 80 人 

② アレルゲンに関する情報提供の充実 

学校と連絡調整を図りながら、アレルゲンに関する情報提供の充実を図っている。 

  ③ 食物アレルギー等に関する研修 

    小児科医による研修会を学校教職員対象に年２回実施している。 

⑹ 地場産農産物の積極的な活用 
   市産農産物の使用を拡大し、地産地消の推進を図っている。 

令和７年度 市産野菜・果物・米の使用割合（金額ベース）76％ 

① 地場産農産物に関する情報の収集 

  農政担当課や食材納入業者等から、地場産農産物に関する情報の収集に努めている。 

② 食材の委託栽培実施 

地元の生産団体及び農業団体との協定締結により「キャベツ」「じゃがいも」「にんじん」「だいこん」の委託栽培を実

施している。 

学 校 給 食
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③ 市産米粉パンの導入 

米粉パンは、すべて市産米粉を使用している。 

 令和７年度 小・中学校 それぞれ８回実施 

  ④ 市産小麦パンの導入 

小麦パンは、すべて市産小麦を使用している。 

 令和７年度 小学校12回・中学校11回実施 

⑺ 学校から出る廃棄物のリサイクル促進 

   学校給食センターから排出されるごみは、可能な限りリサイクルに努めている。 

令和７年度 ごみの排出量297ｔ リサイクル率93.1％ 

生ごみ等のリサイクル 

 生ごみ等については、肥料としてリサイクルしている。 

⑻ 学校給食費負担軽減事業 

  学校給食において、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により食材費等が増大している中、国の交付金を活用

し、食材の価格上昇分を市が負担することにより、保護者が負担する１食当たりの学校給食費（小学校265円、中学校305

円）を維持し、これまで通りの栄養バランスや量を保った学校給食を提供している。 

⑼ 学校給食費未納対策の推進 

   学校給食費未納問題については、学校給食費未納対策マニュアルを活用し、学校関係者と連携を図り取り組んでいる。 

    令和７年度 納付率98.75％ 

⑽ 学校給食放射性物質検査の実施 

  学校給食に含まれる放射性物質の検査を実施して、給食の安全性の確認を行っている。 

小、中学校の給食それぞれ１食分(提供食)を、毎日ミキサーにかけ冷凍保存し、定期的にまるごと検査を行っている。 

⑾ 山形広域炊飯施設の共同運営 

   米の消費拡大、地産地消、地場産業の育成・持続及び学校給食への安全・安心かつ安定的な米飯提供、少子化の影響に

よる食数減への対応などの課題解決を図るため、同じ課題を抱える山形連携中枢都市圏の８市町による連携事業として 

建設した山形広域炊飯施設の運営を行い、８市町の学校給食等へ米飯を提供している。 

  ① 連携市町  山形市・寒河江市・上山市・村山市・山辺町・中山町・河北町・大石田町 

  ② 提供開始  令和４年４月８日 

  ③ 施設の概要 

【施設名称】  山形広域炊飯施設 

【所  在】  山形市大字沼木字下河原1139番地19 

【構  造】  鉄骨造 平屋建て（延床面積：1,218．05㎡） 

【建 設 費】  1,034,891千円 

【工  期】  令和３年５月７日～令和４年３月１日 

【炊飯設備】  全自動炊飯システム（洗米→炊飯→盛付→釜洗浄） 

地産地消を推進するため、各市町の地元産米を炊き分けて提供 

    【炊飯能力】  3,500食／時間×２ライン 

    【調理場方式】 ドライシステム方式 
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